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はじめに 

産業廃棄物の処理責任は排出事業者にあります。しかし、自ら産業廃棄物を適正

に処理する手だてを持たない事業者も多いことから、産業廃棄物の処理において、

中間処理業者の果たす役割が重要なものとなっています。 

川崎市では、産業廃棄物の３Ｒ（発生抑制、再使用及び再生利用）及び適正処理

を推進するために、川崎市産業廃棄物処理指導計画を策定しています。前計画であ

る第６次処理指導計画（2014年度～2021年度）では、より優先順位の高い廃棄物の

発生抑制、再使用の２Ｒに重点を置いた取組を推進するとともに、大規模災害への

対応やＰＣＢ廃棄物等の有害廃棄物の適正処理の推進等の取組を進めました。新た

な産業廃棄物処理指導計画（2022 年度～2025 年度）では、「脱炭素化を見据えた安

全・安心で持続可能な循環型社会の実現」を基本理念としています。この基本理念

の達成には、排出事業者、産業廃棄物処理業者、市民及び市が役割に応じた取組を

進めるとともに、各主体の連携がより重要となります。 

この「産業廃棄物処分業の手引き（中間処理編）」では、中間処理業者の方々が許

可を取得する際の手続きの流れを分かりやすく解説しています。この手引きを有効

に活用され、再生利用の推進と生活環境の保全を旨とした中間処理業の運営に御協

力いただくようお願いいたします。 
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第１章  産業廃棄物処分業の許可・届出の概要 
 

 

１．産業廃棄物の処理と事業者の責務 
 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和45年12月25日法律第137号）では、「事

業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。」（法第11条第1項）と規定され

ています。しかし、産業廃棄物を排出する事業者、すなわち排出事業者の中には、自らの

産業廃棄物を処理基準（法第12条第1項、法第12条の2第1項）に従って適正処理する

手立てを持たない者もいることから、自らの産業廃棄物の処分を、他人に委託する場合の

規定（法第12条第5項、法第12条の2第5項）が用意されています。 

これらの規定に基づき、排出事業者は、その産業廃棄物の処理を他人に委託する場合、

委託基準（令第6条の2、令第6条の6）に基づいて、産業廃棄物の処理を業とする者、す

なわち産業廃棄物処理業者に収集・運搬又は処分の委託をしなければなりません。 

 

 

２．産業廃棄物処分業とは 
川崎市内で産業廃棄物の処分を業として委託を受けようとする者は、これら委託基準及

び処理基準等を厳正に遵守することを担保するため、産業廃棄物処分業の「許可」を川崎

市長から受ける必要があります。 

法に基づく「許可」対象となる産業廃棄物の処分業には、次の２種類があります。 

① 産業廃棄物処分業        法第１４条第６項 

② 特別管理産業廃棄物処分業    法第１４条の４第６項 

 

 

３．産業廃棄物処分業に関する許可申請と届出 
新たに処分業を始める者や、許可後に産業廃棄物処分業者が行う手続きは表１のとおり

です。また、産業廃棄物処分業の許可・届出の例は、図１のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 産業廃棄物処分業の許可・届出の例 

 

 

新規許可 更新許可 更新許可 変更許可 

５年 ５年又は７年（優良認定の場合） 

変更届 変更届 変更届 
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表１ 産業廃棄物処分業に関する相談内容と許可・届出の区分 

 相 談 内 容 許可・届出 ■ 様式   □ 添付書類（※ 4） 

１ 新たに処分業を始める場合 

 個人で許可を取得している人が法人を設

立し、法人で業を行ったり、合併等により別

法人が業を行う場合も含みます。 

新規許可 

（事前申請） 

（※2） 

■産業廃棄物処分業許可申請書 

様式第八号（５４ページ） 

■特別管理産業廃棄物処分業許可申請書 

様式第十四号（５７ページ） 

□ 添付書類－表11（２０ページ） 

２ 変更しようとする場合 必ず廃棄物指導課に事前相談を行ってください。許可を受けずに変更許可に該当する

変更が行われていた場合、無許可変更となります。 

（１） 事業の範囲の変更 

  処理方式又は処理品目の追加、許可証に記

載された限定の解除等が該当します。 

変更許可 

（事前申請） 

（※2） 

■産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書 

様式第十号（６０ページ） 

■特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲変更許

可申請書 

様式第十六号（６３ページ） 

□添付書類－表11（２０ページ） 

（２） 住所、氏名、名称等その他環

境省令で定める事項（表17 (３０

ページ)）の変更 

 

変更届 

（変更後１０日

以内に届出） 

（※3） 

■産業廃棄物処分業廃止(変更)届出書 

様式第十一号（６６ページ） 

■特別管理産業廃棄物処分業廃止(変更)届出書 

様式第十七号（６７ページ） 

□添付書類－表18（３０ページ） 

３ 新規又は更新許可を受けてから５年

又は７年（※1）が経過する場合 
更新許可 

（※2） 

 

■産業廃棄物処分業許可申請書 

様式第八号（５４ページ） 

■特別管理産業廃棄物処分業許可申請書 

様式第十四号（５７ページ） 

□添付書類－表11（２０ページ） 

４ 事業の全部又は一部を廃止する場合 廃止届 

（廃止後１０日

以内に届出） 

■産業廃棄物処分業廃止(変更)届出書 

様式第十一号（６６ページ） 

■特別管理産業廃棄物処分業廃止(変更)届出書 

様式第十七号（６７ページ） 

□ 添付書類－表18（３０ページ） 

※１ 優良産廃処理業者認定を受けたものは７年。 

※２ 標準処理期間は、７０日となります。 

※３ 法人にあって登記事項証明書の添付を必要とする場合には、変更後３０日以内に届出。 

※４ 様式、添付書類の一部は川崎市のホームページからダウンロードできます。 

http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000013821.html 

 

 

 

 

 

http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000013821.html
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４．許可申請手数料 
産業廃棄物処分業及び特別管理産業廃棄物処分業に関する許可（新規、変更及び更新）

の申請には、表２に示す申請手数料が必要です。申請手数料は、許可申請の際、本市が発

行する納付書の交付を受けた後、本市の指定する金融機関に納入してください。申請でき

る時間帯は、開庁日の9時から11時までと13時から14時までです。 

なお、納付された申請手数料は、申請を取り下げた場合、又は不許可になった場合であ

っても、返還しません。 

 

表２ 産業廃棄物の中間処分業に関する許可（新規、更新及び変更）申請手数料 

 新規許可申請 変更許可申請 更新許可申請 

産業廃棄物処分業 １００,０００円 ９２,０００円 ９４,０００円 

特別管理産業廃棄物処分業 １００,０００円 ９５,０００円 ９５,０００円 

 

 

５．紛失等による許可証の再交付申請手数料 
紛失等による許可証の再交付の申請には、表３に示す手数料が必要です（変更届及び一

部廃止届の提出による許可証の書換え交付の場合には、申請手数料は必要ありません。）。 

申請手数料は、許可証の再交付申請の際、本市が発行する納付書の交付を受けた後、本

市の指定する金融機関に納入してください。なお、納付された申請手数料は、申請を取り

下げた場合であっても、返還いたしません。 
 

表３ 紛失等による許可証の再交付申請手数料 

 許可証の再交付申請 

産業廃棄物処分業 ５,０００円 

特別管理産業廃棄物処分業 ５,０００円 
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第２章  産業廃棄物処分業における許可等申請手続 

１．処分業における許可（新規、更新及び変更）申請前の手続き 

処分業における許可申請前の流れは、図２のとおりです。  

申請者（中間処理業者） 川崎市廃棄物指導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 中間処理業の許可申請の流れ 

事前相談 

事業概要の把握・確認 

○必要な手続（許可、届出の必要の有無）の確認 

改善指導（必要に応じて） 

事前協議（更新許可では省略） 

●事前協議申込書＊１及び事前協議申込書添付書類＊２ 

正本１部、その写し１部の作成・提出※ 

提出書類の確認 

○提出書類について、法令等に掲げる事項を遵守できているかを

確認 

改善指導・事前立入検査（必要に応じて） 

○写し１部の返却 

事業計画 

●事業計画書＊３及び事業計画書添付書類＊４ 

正本１部、その写し２部の作成・提出※ 

提出書類の確認 

○提出書類について、法令等に掲げる事項を遵守できているかを

確認 

改善指導・事前立入検査（必要に応じて） 

○写し１部の返却 

周辺住民への周知 

●工業専用地域以外での新規、変更許可（変更後に

生活環境影響が増大しないと認められる場合を除

く。） 

●事業計画周知計画書＊５及び事業計画周知計画

書添付書類＊６の作成・提出※ 

●事業計画周知報告書＊７及び事業計画周知報告

書添付書類＊８の作成・提出※ 

提出書類の確認 

○事業計画について、周辺住民との合意形成が図られ

たものであることを確認 

許可対象事業所・施設の工事着工（新規、変更許可の場合） 

＊１：Ｐ７０参照 

＊２：Ｐ５参照 

＊３：Ｐ１２、７２参照 

＊４：Ｐ９参照 

＊５：Ｐ７４参照 

＊６：Ｐ１７参照 

＊７：Ｐ７５参照 

＊８：Ｐ１７参照 
※は電子申請可 
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１－１．事前相談 
新たに事業を始める場合や、事業内容の変更を計画している場合には、必ず、廃棄物指導

課に事前相談を行ってください。事前相談における事業概要の説明をもとに、当該事業を行

うに当たって必要な手続き（新規許可、変更許可や届出の要否等について）の確認を行いま

す。 

工事着工及び許可申請前に事業計画を確認する必要がありますので、工事着工予定日から

６か月以上前には事前相談を行ってください。ただし、関係法令の手続き等が必要な場合等

は、さらに時間を要することがあります。 

また、処分業の許可を更新しようとする場合は、許可期限から３～４か月前頃には許可更

新のための事前相談を行ってください。なお、許可更新のみの相談の場合は、後述（１－２．）

の事前協議を行う必要はありません。 

なお、許可更新時に事業計画の変更を予定している場合は、現在の許可内容の更新許可申

請のほか、別途変更許可申請又は変更届等の手続きが必要になります。 

  

１－２．事前協議 
（１）事前協議申込 

新規許可申請、変更許可申請をしようとする者、又は変更を行おうとする者は、行政指

導指針第６条の規定により、事前協議を行わなければなりません。なお、産業廃棄物処分

業者及び特別管理産業廃棄物処分業者が既存の施設と同一敷地内で行う変更においては、

周辺地域の生活環境に対する影響が増大しないと認められる場合、この事前協議を省略す

ることができます。 

■事前協議に必要な書類（正本１部とその写し１部を提出※） 

※電子申請で提出する場合は写しの提出不要 

①事前協議申込書（要領様式第３号（７０ページ）） 

②表４に掲げる添付書類 

表４ 事前協議申込書の添付書類 

No 添付書類 記載内容 

１ 事業計画地の周辺地図 
周辺事業所と計画対象である処理施設全体の位置関係及び範囲が分かるもの（事業計

画地は赤で囲う） 

２ 事業計画全体のフローシート 
① どの排出事業者からどんな種類の廃棄物を受け入れるか。 

② 受け入れた廃棄物ごとに、どんな中間処理を施すか。 

③ 中間処理後物は、どのように再利用されるか、又は最終処分されるか。 

①、②、③を中心に、事業計画で扱おうとしている廃棄物の流れ、及びその量的関係

を示したフローシート（図３（６ページ）作成例参照） 

３ 事業計画地内の配置図 
中間処理施設、処理前及び処理後の廃棄物保管場所を含むレイアウト図（重機、作業

動線が分かるもの）※廃棄物の受入保管場所及び処理後物の保管場所の容量は、原則

として、廃棄物の種類ごとに、最大処理能力の少なくとも１日分を確保しなければな

りません。 

４ 産業廃棄物の処理工程フローシー

ト 

廃棄物の受入と保管、中間処理、処理後の保管までの詳細なフローシート（図４（７

ページ）作成例参照） 

５ その他市長が必要と認める書類 処理施設の図面及び処理能力計算書等 
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事前協議申込書及び事業計画書の作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 事業計画全体のフローシート 

排出事業者（建設業） 

△△建設㈱ 川崎市△△－△ 

㈱□□建設 東京都□区□ 

・鉄筋、配電盤等（金属くず）          40t/月 

・建設廃材（木くず）                 400t/月 

・コンクリートガラ（がれき類）      1200t/月 

・塩ビ管、配電盤等（廃プラスチック類）30t/月 

○○運送㈱の車両で搬入 

許可番号 01300000000 

許可番号 05700000000 

排出事業者の収集運搬車両で搬入 

二軸式破砕機 

処理能力 40t/日（9時間） 

    800t/月 

油圧式切断機 

処理能力（金属くず）10.8t/日（9時間） 

          216t/月 

処理能力（廃プラ）  12t/日（9時間） 

          240t/月 

二軸式破砕機、スクリーン 

処理能力 120t/日（9時間） 

    2400t/月 

排出事業者（建設業） 

○×道路㈱ 東京都×区× 

・アスファルト、コンクリート塊（がれき類）      

500t/月 

排出事業者の収集運搬車両で搬入 

木くず 

廃プラスチック類 

がれき類 がれき類 

木くず 

○○運送㈱の車両で搬入 

許可番号 05700000000  

許可番号 00000000000 自社の車両で搬入  

許可番号 05700000000 

金属くず 

金属くず 

自社の車両で搬入 

許可番号 05700000000 許可番号 00000000000 

金属くず 

廃プラスチック類 

がれき類 

××運送㈱の車両で搬入 

許可番号 05700000000 

許可番号 01300000000 

売却/木くず 

・ボード原料 390t/月 

○△㈱ 東京都×区× 

処分委託/廃プラ 

・焼却（セメント原料）230t/月 

△△㈱神奈川県川崎市 

許可番号 05720000000 

売却/金属くず 

・製鉄原料 60t/月 

○○製鉄㈱ ○県○○市× 

㈱××鉄鋼 ××県×市× 

売却/がれき類 

・路盤材 1400t/月 

○×建設㈱ ○県○×市× 

・アスファルト原料 1200t/月 

㈱×□道路 ○県○×市× 

※色付きの枠は事業の用に供する施設 



7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 廃棄物の処理工程フローシート 

木くず（建設廃材） 

400t/月 

三方囲い 

容量：90ｍ3（45t） 

金属くず、廃プラスチック

類（配電盤、鉄筋等） 

70t/月 

三方囲い 

容量：150ｍ3（40t） 

がれき類（アスファルト、

コンクリート塊） 

1700t/月 

三方囲い 

容量：150ｍ3（240t） 

投入ホッパ 

破砕機 No１ 

（二軸式破砕機） 

処理能力 40t/日（9時間） 

15 条施設 

許可番号○○○○ 

磁選機 
木くず 

金属くず 

天井クレー

ン 

切断機 No１ 

（油圧式破砕機） 

処理能力 

・金属くず 10.8t/日（9時間） 

・廃プラ 12t/日（9時間） 

15 条施設 

許可番号○○○○ 

金属くず 

廃プラ 

投入ホッパ 

破砕機 No２ 

（インパクトクラッシャ） 

処理能力 

120t/日（9時間） 

磁選機 

選別機 

150t/日 

40mm 以上 

金属くず 

0-15mm 

15- 

40mm 

三方囲い 390t/月 

容量：90ｍ3（60t） 

ドラム缶 10t/月 

容量：5ｍ3（10t） 

三方囲い 40t/月 

容量：70ｍ3（40t） 

コンテナ 30t/月 

容量：30ｍ3（15t） 

三方囲い 280t/月 

容量：65ｍ3（120t） 

三方囲い 1400t/月 

容量：65ｍ3（120t） 

ドラム缶 20t/月 

容量：1ｍ3（2t） 

売却/木くず 

○△㈱  

売却（製鉄原料） 

○○㈱  

㈱××鉄鋼 

焼却（セメント原料） 

△△㈱ 

許可番号 05720000000 

売却（アスファルト原料） 

×□道路㈱  

売却（路盤材） 

○×建設㈱  

15 条施設 

許可番号○○○○ 

処理前保管 処理後保管 

※色付きの枠は事業の用に供する施設 
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（２） 法第１５条施設を設置する場合の手続 

産業廃棄物処分業の許可申請又は変更届出等を行うに当たって、法第１５条に規定す

る産業廃棄物処理施設を設置又は変更する場合には、産業廃棄物処理施設の設置・変更

許可申請又は産業廃棄物処理施設軽微変更届出書の提出が必要です。詳しくは２４ペー

ジに掲載していますので御参照ください。 

 

（３） 関係法令等の手続 

産業廃棄物処分業の許可申請又は変更を行うに当たって、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律以外に、次に示す関係法令等の手続が必要となることがありますので、関係部

局に相談の上、必要な手続を行ってください。 

 

ア 処理施設の建設に係る関係法令等（〔 〕内は担当部局） 

(ｱ) 都市計画法〔まちづくり局計画部都市計画課〕 

(ｲ) 建築基準法〔まちづくり局指導部建築指導課〕 

(ｳ) 消防法〔消防局予防部危険物課〕 

(ｴ) 港湾法〔港湾局港湾経営部経営企画課〕 

(ｵ) 下水道法〔上下水道局下水道部下水道水質課〕 

(ｶ) 川崎港の臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例〔港湾局港湾経営部経営企

画課〕 

(ｷ) 工場立地法〔経済労働局経営支援部経営支援課〕 

 

イ 環境関係法令等（〔 〕内は担当部局） 

(ｱ) 環境影響評価法及び川崎市環境影響評価に関する条例等〔環境局環境対策部環境評価課〕  

(ｲ) 大気汚染防止法・ダイオキシン類対策特別措置法〔環境局環境対策部環境対策推進課〕 

(ｳ) 水質汚濁防止法・ダイオキシン類対策特別措置法〔環境局環境対策部環境対策推進課〕 

(ｴ) 騒音規制法・振動規制法〔環境局環境対策部環境保全課〕 

(ｵ) 悪臭防止法〔環境局環境対策部環境対策推進課〕 

(ｶ) 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例〔環境局環境対策部環境対策推進課〕 

 

（４）提出書類の確認 

廃棄物指導課では、提出された書類について、法令等に掲げる事項を遵守できている

かを確認します。また、必要に応じて、改善の指導等をします。 
 
 
 
 
 
 
 
 



9 

 

１－３．事業計画 
（１）事業計画書 

新規、変更、更新許可申請をしようとする者、又は変更を行おうとする者は、行政指導

指針第８条の規定に基づき、事業計画書を提出しなければなりません。 

 

■事業計画書（正本１部及びその写し２部を提出※） 

※電子申請で提出する場合は写しの提出不要 

①事業計画書（要領様式第５号（７２ページ）） 

②表５に掲げる添付書類 

 

 

表５ 事業計画書の添付書類 
No. 添付書類 記載内容 

１ 事業計画全体の概要及び事業を行うにあた

っての背景・経緯を記載した書類 

■事業計画の概要（変更内容の概要等）・趣旨、会社の沿革、川崎市で事業を
行う理由を記載する。 

■他都市の許可状況等一覧を添付する。 

■脱炭素化に関する基本方針等を記載する。（１１ページ補足参照） 

■災害に備えた計画を策定している場合には、次の内容を添付する。（１２ペ

ージ補足参照） 

①15条施設を有する場合には、法第15条の2の5などの災害廃棄物処理に係

る特例規定の活用を想定した災害廃棄物処理に関する計画 

②BCP（業務継続計画）の策定有無（策定している場合には、その内容を添付

する。） 

２ 次の内容を記載したフローシート 

①主な排出事業者の氏名又は名称、所在地 

②産業廃棄物の種類ごと及び処分方法ごとの

受入量及び処理能力 

③処理後の産業廃棄物ごとの数量及び処分先

の氏名又は名称、所在地（売却先含む。） 

廃棄物の種類ごとに、発生、中間処理、再生利用、最終処分の場所、方法、

数量等を簡潔に示したフローシートを作成する。 

（図３（６ページ） 作成例参照） 

３ 事業計画用地の公図、土地の登記事項証明

書、使用権原を証する書類（賃貸借契約書、

使用承諾書等の使用権原を確認できる書類の

写しをいい、他社の所有地の場合に限る。）及

び面積計算書等 

■土地の公図及び登記事項証明書を添付する（発行日から6か月以内有効）。 

電子申請で提出する場合は、原本の提出が別途必要 

■土地所有者が他者の場合は使用権原を確認できる書類として、土地の賃貸借

契約書、使用承諾等の写しを添付する（契約期限が自動更新で設定されてい

る場合には、現在も契約が有効であることが確認できる書類として、貸主が

その旨を証明する書類や直近の賃料支払いを証明する書類等を添付する。）。 

４ 事業計画用地内の配置図及び処理工程フロ

ーシート 

①配置図 

■処理施設、廃棄物の種類ごとの受入保管場所、処理後物貯留場所と管理事務

所の場所を見やすく図面に明示する。 

■施設配置図に建屋、屋根、塀等を明示する。 

■構内における廃棄物の搬入・搬出、廃棄物の流れ（作業動線）を明示する。 

②処理工程フローシート 

■品目ごとに、量的関係も明示する（廃棄物の受入量、処理量、搬出量の把握

方法も分かるようにする。）。（図４（７ページ） 作成例参照） 

５ 中間処理施設の一覧表及び平面図､立面図、

断面図、構造図及び処理能力計算書 

処理能力計算書には、施設が最大能力で運転された際の計算式を掲載する。

計算式に実験データや係数、比重を用いた場合には、その根拠となる資料も添

付する。 

処理能力は、作業開始から作業終了までの連続した作業時間を施設の稼働時

間として算出する。 

６ 受入及び処理後の産業廃棄物保管場所の一

覧表、平面図､立面図、断面図、構造図、及び

保管容量計算書 

受入保管場所及び処理後物保管場所は、当該施設における一日の最大処理能

力以上の容量を確保すること。 

保管場所の容量を算出した計算式（容器を用いずに廃棄物を保管する場合、

50％勾配（高さ1に対して奥行き2）に適合していること。）を明示する。 
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７ 次の内容を記載した作業マニュアル 

①産業廃棄物の搬入・保管・搬出手順 

②受入時間及び作業時間 

③作業時の安全管理の方法 

④搬入時の廃棄物の種類・性状等の確認方法 

⑤作業中の産業廃棄物の飛散、流出等を防止

する措置 

⑥騒音、振動、悪臭等の発生を防止する措置 

作業マニュアルは、以下の内容に留意し作成する。 

①マニフェストの確認、記載、返却方法を記載する。 

②同一事業所内で複数の処分を行う場合、原則として受入時間、作業時間、施

設の稼働時間は統一する。作業時間には、重機等の騒音の発生する機器の稼

働時間も含める。 

③作業手順、施設の安全対策（自動停止、緊急停止方法）、人身事故防止対策

を記載する。 

④特別管理産業廃棄物を扱う場合、廃棄物の性状の分析を行う設備の概要を記

載し、分析者が十分な知識・技能を有することを証する書類を添付する。 

⑤作業中の飛散流出防止対策等について記載する。 

⑥悪臭防止対策（脱臭機の稼働、消臭剤の噴霧等）の実施頻度等を記載する。 

８ 次の内容を記載した管理マニュアル 

①産業廃棄物の受入基準 

②施設の維持管理（日常及び定期点検）の方

法 

③公害防止設備の維持管理の方法 

④産業廃棄物管理票及び帳簿の管理方法等 

⑤消火器、消火栓の場所を示した図面 

管理マニュアルは、以下の内容を記載したものを作成する。 

①受入基準がある場合には、基準を示し、許可品目以外の廃棄物を受け入れな

いための対策を記載する。 

②処理施設の点検項目、点検頻度について記載した施設の点検記録表のひな型

を添付する。3年の保管期間であることを記載する。 

④ 散水設備、脱臭設備等の点検項目・頻度を記載する。 

⑤ マニフェスト、帳簿の管理方法を記載すると共に、保管期間が5年である

ことを記載する。帳簿のひな形（表６（１５ページ）参照）を添付する。

また、処分方法ごとの１日分の処分量を把握する方法を記載する。 

９ 設備・管理体制及び環境保全措置に記載され

た設備の一覧及び構造図 

施設内の排水路図面、粉じん防止用の散水設備等の公害防止対策の図面を添

付する。 

10 搬入搬出経路図及び付近の見取図 搬入搬出経路図及び付近の見取図を添付する。 

11 緊急時の連絡体制図 緊急時の連絡体制図には、川崎市の関係部署の連絡先も記載する。 

12 関係法令の許可証、届出書等の写し等 処理後物を自社運搬する場合は、収集運搬の許可証の写しを添付する。 

処理施設設置許可証、公害・消防関係等の届出の写し等を添付する。 

更新・変更許可の場合は、現在の許可証の写しを添付する。 

13 表示板の内容を記載した書類 保管場所ごとの表示板及び中間処理施設表示板の雛形を添付する。（図５(１５

ページ）作成例参照） 

14 その他市長が必要と認めた書類  

 

（２）提出書類の確認 

廃棄物指導課では、提出された書類について、法令等に掲げる事項を遵守できている

かを確認します。また、必要に応じて、改善の指導等をします。 
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〇補足 脱炭素化に関する取組について 

 

本市では、2022年に「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」を改定し、2030年度までの市域の温室

効果ガス排出量の削減目標について、2013 年度比 50%削減と設定しています。また、2050 年の市域の

温室効果ガス排出量について実質ゼロを目指します。ここで「実質ゼロ」とは、人為的なCO2排出量と、

森林等のCO2吸収量を差し引いて、CO2排出をゼロとみなすものです。 

また、本市の産業廃棄物処理指導計画（2022年度～2025年度）では3R・適正処理の推進や脱炭素化

の推進等を施策の柱として設定しています。 

つきましては、事業者として産業廃棄物の発生抑制や再生利用等の脱炭素化に向けた基本方針や基

本取組について、表5（事業計画書の添付書類）のNo.1のとおり記載していただくようお願いします。

なお、川崎市地球温暖化対策等の推進に関する条例第10条第1項又は第3項の規定に基づく事業活動

脱炭素化取組計画書又は中小規模事業者用脱炭素化取組計画書を提出している場合には、その写し（抜

粋）を添付することで代えても構いません。 

基本方針や基本取組の具体例としては、①廃プラスチック類等の再生利用の推進、②省エネルギー

対策に向けたエネルギー管理体制の構築、③車両・施設の省エネルギー対策、エコ運搬の要請、④照

明や空調の設定や使用時間の管理、⑤再生可能エネルギーの導入等が考えられます。基本方針等の検

討にあたっては、本市が作成した「中小企業向け脱炭素経営事例集」や東京都が作成している中間処

理施設向け省エネルギーマニュアル「産業廃棄物中間処理施設の省エネルギー対策」が参考になりま

す。また、本市の脱炭素戦略推進室では、中小規模事業者の方々の脱炭素化支援としてCO2排出量算定

ツールの提供や省エネルギー診断、エコ化支援補助金の交付を行っています。 

 

・川崎市環境局脱炭素戦略推進室「中小企業向け脱炭素経営事例集」 

https://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000165720.html 
 ホームページ内の関連ページから、中小規模事業者用脱炭素化取組計画書制度、 
CO2排出量算定ツール、省エネルギー診断、省エネルギー診断の情報をご覧になれます。 

 
  
・川崎市環境局地域環境共創課「エコ運搬制度の手引き概要版」（廃棄物処理業） 

https://www.city.kawasaki.jp/300/cmsfiles/contents/0000085/85528/haiki_gaiyou_202410.pdf 
 
 
 
 
 
・東京都地球温暖化防止活動推進センター「産業廃棄物中間処理施設の省エネルギー対策」 

https://www.tokyo-co2down.jp/assets/company/seminar/type/text/recycle.pdf 

https://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000165720.html
https://www.city.kawasaki.jp/300/cmsfiles/contents/0000085/85528/haiki_gaiyou_202410.pdf
https://www.tokyo-co2down.jp/assets/company/seminar/type/text/recycle.pdf
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〇補足 BCP（業務継続計画）について 

BCPとは企業が自然災害等の緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、

中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業

継続のための方法、手段等を決めておく計画のことを言います。 

災害時等においても産業廃棄物の処理が停滞し、生活環境や公衆衛生に支障が生じることがないよう、「産

業廃棄物の処理に関する BCP の作成ガイドライン」を策定しましたので、一般的な BCP と併せて、緊急時

における業務継続体制の構築にご活用下さい。 

 

・川崎市廃棄物指導課 「産業廃棄物の処理に関するBCP作成ガイドライン」 
https://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000140691.html 
 
 

 ・川崎市経済労働局「BCP（事業継続計画）の策定について」 
   https://www.city.kawasaki.jp/280/page/0000019715.html 

https://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000140691.html
https://www.city.kawasaki.jp/280/page/0000019715.html
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（要領様式第５号） 

産業廃棄物処分業事業計画書 

 

１ 事業概要に関する事項 

事
業
計
画
者 

住    所 

氏名又は名称 

電 話 番 号 

神奈川県川崎市川崎区宮本町１番地 

○○○○株式会社 

代表取締役 川崎 太郎 

電話０４４（２００）２５９４  担当者：川崎 次郎      

事 

業 

計 

画 

概 

要 

事業計画地 

住   所： 川崎市川崎区宮本町１－１   用途地域：工業専用地域 

（川崎市川崎区宮本町１番地）  

※住居表示とし、括弧書きで地番を記載してください。 

管理事務所住所： 川崎市川崎区宮本町１－１  電話番号：044(200)2594 

       （川崎市川崎区宮本町１番地） 

面積： 2590 ㎡ 囲いの構造・高さ：ネットフェンス・1.5ｍ 

処分概要 

処分方法 処理能力 産業廃棄物・特別管理産業廃棄物の種類 

破砕 25.4t/日 廃プラスチック類、木くず 

圧縮 40.2t/日 金属くず 

脱水 50.3m3/日 汚泥（無機性汚泥に限る。） 

 /日  

作業時間等 
受入時間 

作業時間 

８時００分～１７時００分 
週休日 日曜日 

８時００分～１８時００分 

 

２ 処分施設に関する事項 

施 

設 

の 

状 

況 

建屋・囲い・床面の構造等 

建屋：鉄骨造 

囲い：ネットフェンス・1.5ｍ 

床面：コンクリート舗装（不透水性） 

事業の用に供する施設 

・破砕施設 

○○㈱製、型式：KSH－2594 二軸破砕方式 

 処理能力：25.4t /日(10h) 

 

・圧縮施設 

 ○○㈱製、型式：EKS－3923 油圧プレス方式 

 処理能力：40.2t /日(10h) 

 

・脱水施設 

 ○○㈱製、型式：BKA－3525 フィルタープレス方式 

処理能力：50.3ｍ3/日(10h) 

３ 設備・管理体制・環境保全に関する事項 

作成例 
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設
備 

・ 

管
理
体
制 

使 用 重 機 フォークリフト２台、ショベルローダー１台    ※台数記載 

洗 車 設 備 水道栓２箇所                  ※本数等記載 

消 火 設 備 消火器８本、消火栓２箇所、防火水槽１箇所    ※本数等記載 

施 錠 方 法 工場入口の門扉を南京錠にて施錠 

施設責任者 川崎 元 講習会修了（予定）者 川崎 三郎（取締役） 

環 

境 

保 

全 

措 

置 

飛散流出対策 作業は建屋内で行い、保管場所は三方囲い。保管場所に防液堤の設置。 

排水処理設備 
脱水施設からの排水は、排水処理設備で処理後に京浜運河に放流。 

破砕・圧縮施設からの工程排水はない。 

悪臭防止設備 脱臭設備の設置。 

騒音振動防止設備 
騒音：建屋内設置による減衰、防音壁の設置。 

振動：破砕機に防振ゴムの設置。施設を床面に強固に固定する。 

粉じん防止設備 破砕機に散水設備の設置、集塵機の設置、保管場所は適時散水。 

 

４ 関連法令（条例を含む。）に関する事項 

関 係 法 令 名 進 捗 状 況 

建築基準法51条ただし書きの許可 許可済み 

川崎市公害防止等生活環境の保全に

関する条例 

許可済み 

※事業計画書には、次の書類を添付してください。 
１ 事業計画全体の概要及び事業を行うにあたっての背景・経緯を記

載した書類 

２ 次の内容を記載したフローシート 

（１）主な排出事業者及び処分先の氏名又は名称、所在地 

（２）産業廃棄物の種類ごと及び処分方法ごとの受入量及び処理能力 

（３）処理後の産業廃棄物ごとの数量及び処分先の氏名又は名称、所

在地（売却先含む。） 

３ 事業計画用地の公図、土地の登記事項証明書、使用権原を証する

書類（賃貸借契約書、使用承諾書等の使用権原を確認できる書類の写

しをいい、他社の所有地の場合に限る。）及び面積計算書等 

４ 事業計画用地内の配置図及び処理工程フローシート 

５ 中間処理施設の一覧表及び平面図､立面図、断面図、構造図及び

処理能力計算書 

６ 受入及び処理後の産業廃棄物保管場所の一覧表及び平面図､立面

図、断面図、構造図及び保管容量計算書 

７ 次の内容を記載した作業マニュアル 

（１）産業廃棄物の搬入・保管・搬出手順 

（２）受入時間及び作業時間 

（３）作業時の安全管理の方法 

（４）搬入時の産業廃棄物の種類・性状等の確認方法 

（５）作業中の産業廃棄物が飛散、流出等を防止する措置 

（６）騒音、振動、悪臭等の発生を防止する措置 

８ 次の内容を記載した管理マニュアル 

（１）産業廃棄物の受入基準 

（２）施設の維持管理（日常及び定期点検）の方法 

（３）公害防止設備の維持管理の方法 

（４）産業廃棄物管理票及び帳簿の管理方法等 

（５）消火器、消火栓の場所を示した図面 

９ 設備・管理体制及び環境保全措置に記載された設備の一覧及

び構造図 

１０ 搬入搬出経路図及び付近の見取図 

１１ 緊急時の連絡体制図 

１２ 関係法令の許可証、届出書等の写し等 

１３ 表示板の内容を記載した書類 

１４ その他市長が必要と認めた書類 
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保管場所の表示板 

 

 

産業廃棄物（処分等のため）の保管施設 

名称、代表者 株式会社○○興業 代表取締役 川崎 太郎 

本社住所 川崎市川崎区○○町１－２ 

責任者氏名 川崎 三郎 

連絡先電話番号 ０４４－１２３－４５６７ 

産業廃棄物の種類 廃プラスチック類 

最大保管高さ＊ ３．０ｍ 

最大保管量 ３０ｍ３ 

注）保管場所ごとに設置すること。 

＊ 屋外において産業廃棄物を容器を用いずに保管する場合は記載すること。 

 

 

 

 

中間処理施設の表示板 

 

 

（特別管理）産業廃棄物の中間処理場所 

業者名 株式会社○○興業 

業者住所 川崎市川崎区○○町１－２ 電話０４４－１２３－４５６７ 

施設住所 川崎市川崎区○○町１－２ 

施設責任者名 川崎 三郎        電話０４４－１２３－４５６７ 

許可番号 川崎市許可第05720000000号 

許可の有効期限  年 月 日から   年 月 日 

処理方法、最大処理能力 破砕  t/日 

産業廃棄物の種類 廃プラスチック類 

注）１ 材質は、耐水性のもので十分な強度を有するものとすること。 

  ２ 下地は白色、文字は原則として、緑色とすること。 

  ３ 施設の入口等の見やすい場所に取付けること。 

 
 
 
 
 

図５ 表示板の作成例 

 

６０ｃｍ以上 

６
０
ｃ
ｍ
以
上 

１５０～２００ｃｍ以上 

１
０
０
ｃ
ｍ
以
上 
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１－４．周辺住民等への周知 
（１）事業計画周知計画書提出 

新規許可申請、変更許可申請をしようとする者、又は変更を行おうとするとする者は、

行政指導指針第１０条第１項の規定に基づいて、当該事業計画について周辺住民等へ周

知しなければなりません。ただし、既存の施設と同一敷地内で行う変更で、周辺地域の

生活環境に対する影響が増大しないと認められる場合には、この手続きは不要です。ま

た、事業用地が工業専用地域である場合についても、この手続は不要です。 

周辺住民等の範囲とは、表７のとおりです。 
 

表７ 周辺住民等の範囲 

１ 事業用地が借地のときは、土地の地権者 

２ 原則として施設の敷地境界線から50ｍ以内に居住する者及び事業所等の管理者 

３ 隣地の地権者 

４ 近隣の農業関係者（土地改良組合施行区画内にあるときは、同組合を含む。） 

５ 近隣の水路利用者（水路利用組合があるときは、同組合を含む。） 

６ 上記以外で、市長が必要と認めるもの 

 

周辺住民等へ周知の際、当該事業計画者は、行政指導指針第１０条第２項の規定に基

づいて、あらかじめ事業計画周知計画書及び添付書類を提出しなければなりません。 

 

■周知前に提出する書類（正本１部及びその写し１部を提出※） 

※電子申請で提出する場合は写しの提出不要 

①事業計画周知計画書（要領様式第６号（７４ページ）） 

②表８に掲げる添付書類 

 

表８ 事業計画周知計画書の添付書類 

No. 添付書類 記載内容 

１ 周知を図る区域の範囲が分かる見取図 ■事業場及び周知を図る周辺住民等の位置関係が分かる見取図を添付する。 

２ 周辺住民等へ配布を予定している資料 ■説明会やポスティング等で配布する資料を添付する。 

３ その他資料 ■周知対象者一覧を添付する。 

 

（２）事業計画周知報告書提出 

事業計画者は、行政指導指針第１０条第５項の規定に基づいて、周辺住民等への周知

を行った場合は、速やかに事業計画周知報告書及び必要な書類を市長に提出しなければ

なりません。 

 

■周知後に提出する書類（正本１部及びその写し１部を提出※） 

※電子申請で提出する場合は写しの提出不要 

①事業計画周知報告書（要領様式第７号（７５ページ）） 

②表９に掲げる添付書類 
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表９ 事業計画周知報告書の添付書類 

１ 周知のために配布した資料 

２ 周辺住民等から提出された意見の内容及びその対策を記載した書類 

 

なお、事業計画者は、事業計画に関して周辺住民等との合意形成が図れない場合は、事

業計画の見直しを行う必要があります。市長は、周辺住民等からの意見が合理的であると

認める場合で、事業計画者がその意見に対し対策が図れないと認められる場合は、事業計

画者に対して事業計画書等の取り下げを勧告することができます。 

 

１－５．許可対象事業所・施設の工事着工 
新規、変更許可申請をしようとする者、又は変更を行おうとする者は、事業計画書の確認

を受け、また周辺住民への周知を行った場合にはその完了後に、当該許可対象となる事業

所・施設の工事に着工することができます。 
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２ 処分業における許可（新規、更新及び変更）申請手続き 

  処分業における許可申請手続きは、図６のとおりです。 

 

申請者（中間処理業者） 川崎市廃棄物指導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 処理業における許可申請手続き 

 

☆図2（P４）から続く） 

許可申請 

●許可申請書＊９及び許可申請書添付書類＊１０（申請書の添付書類チェックリスト＊１１） 

正本１部、その写し１部の作成・提出 

提出書類の形式上要件の確認 

改善指導・事前立入検査 

（必要に応じて） 

不許可処分 

＊９：Ｐ５４、５７、６０、６３参照 

＊１０：Ｐ２０参照 

＊１１：Ｐ７６、７７参照 

申請手数料を納付（P３） ○申請者に写しを返却 

事前検査（立入検査） 

○申請された許可対象事業所・施設の立入検査を申請翌月の半

ばまでに実施 

審査（処理業審査会） 

○法の許可基準に適合することを審査（申請翌月の２０日前後

に実施 

工事完成（検査前には、許可対象事業所・施

設の工事が終了している必要がある。） 

許可基準に適合しないと 

判断された場合 

許可処分 

○許可書交付 

原則として審査の翌月１日

に交付します。 

許可基準に適合すると判断された場合 

標準処理期間 

●７０日 

不備な申請を補正

する期間、施設建設

に必要な期間は含

まない。 
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２－１．許可申請 
（１）許可申請書及び許可申請書添付書類の提出 

産業廃棄物処分業又は特別管理産業廃棄物処分業に関する新規、更新及び変更許可を

受けようとする場合は、法に規定する許可申請書及び添付書類を提出しなければなりま

せん。 

■許可申請に必要な書類（正本１部及びその写し１部を提出） 

①表１０に掲げる許可申請書 

 

表１０ 許可申請の区分と許可申請書 

様式名 申請書様式 掲載ページ 許可の区分 

産業廃棄物処分業許可申請書 様式第八号 ５４ページ 
新規、更新 

特別管理産業廃棄物処分業許可申請書 様式第十四号 ５７ページ 

産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書 様式第十号 ６０ページ 
変更 

特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書 様式第十六号 ６３ページ 

 

②表１１に掲げる添付書類 

許可申請書の添付書類は、申請者が法人の場合と個人の場合で異なります。添付書

類の様式は、産業廃棄物処分業許可申請書類・添付書類のチェックリスト（７６ペ

ージ）及び特別管理産業廃棄物処分業許可申請書類・添付書類のチェックリスト（７

７ページ）を御参照ください。 

 

表１１ 許可申請書の添付書類 

 
NO. 添付書類 

申請者 

個人 法人 

１ 申請法人の「定款」又は「寄附行為」  ○ 

２ 申請法人の「登記事項証明書」※…商業登記法に基づく、履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書  ○ 

３ 申請書第２面及び第３面に記載した者（「記載した役員等」という。以下同じ。）が 

個人の場合…「住民票の写し」※…本籍 (外国人の場合は国籍等)の記載のあるもの 

法人の場合…「登記事項証明書」※…商業登記法に基づく、履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書 
 ○ 

４ 申請者（未成年の場合は法定代理人を含む。以下同じ。）及び政令使用人の「住民票の写し」※ 

…本籍 (外国人の場合は国籍等)の記載のあるもの(法定代理人が法人の場合はそのすべての役員) 

法定代理人が法人の場合 …「登記事項証明書」※ 
○  

５ 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが実施した「産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処

理業の許可申請に関する講習会」（「講習会」という。以下同じ。）処分課程の修了証 

なお、講習会を受講すべき者及び有効期間等については、表１２に示した「処分業許可申請に伴う講

習会修了証の取扱い」に定める。 

○ ○ 

６ 事業計画の概要を記載した書類 

① 事業計画概要書（要領様式第２２号）（産業廃棄物処分業に限る。） 

② 事業計画概要書（要領様式第２３号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

③ 処理概要（要領様式第２４号） 

④ 従業員名簿（要領様式第１０号） 

 

○ ○ 
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NO. 添付書類 個人 法人 

７ 事業の用に供する施設の構造等を明らかにする構造図及び施設の所有権を有する又は使用する権原

を有することを証する書類（③～⑤については、事業計画書に添付した場合には添付不要） 

① 使用機材一覧表（要領様式第２５号） 

② 使用機材の写真（要領様式第２６号）※…処理施設の写真 

③ 使用機材を賃借している場合は、賃貸契約書又は使用承諾書等の使用権原を確認できる書類 

④－１ 事業用地の公図 

④－２ 事業用地の登記事項証明書 

●発行日から６か月以内有効 

⑤ 事業用地の土地の所有者が他者の場合は、使用権原を確認できる書類（賃貸借契約書、使用

承諾書等の使用権原を確認できる書類の写し） 

     ●契約期限が自動更新により設定されている場合には、現在も契約が有効であること

が確認できる書類（貸主がその旨を証明する書類や、直近の賃料支払いを証明する

書類等） 

⑥ 処理施設の案内図（要領様式第２７号） 

⑦ 処分後の産業廃棄物の処理方法（要領様式第２８号） 

⑧ 施設の表示板及び保管場所の掲示板の記載を例示した書類 

⑨ その他市長が特に必要と認める書類 

○ ○ 

８ 事業開始資金及び調達方法（要領様式第１７号） ○ ○ 

９ 直前３年間の貸借対照表及び損益計算書  ○ 

10 直前３年間の株主資本等変動計算書及び個別注記表  ○ 

11 直前３年間の法人税の納税証明書  ○ 

12 直前３年間の法人税の確定申告書別表１及び別表４の写し  ○ 

13 収支計画書及び営業計画書（直前３年間の全ての年度で納税がある場合を除く。）（要領様式第１９

号） 
○ ○ 

14 資産調書（要領様式第１８号） ○  

15 直前３年間の個人事業者として申告した所得税の確定申告書第１面及び第２面の写し(直前３年間、

個人事業者として事業を行っていない者は、税務署等に提出した個人事業開始届等の写しがある場

合に限り、事業を開始した年以後のものとする。以下 18 及び19 において同じ。) 

○  

16 直前３年間の個人事業者としての所得税の納税証明書 ○  

17 直前３年間の収支内訳書又は青色申告決算書の写し  ○  

18 その他の書類 

① 本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

② 当該許可申請の産業廃棄物処分業許可証の写し（変更許可及び更新許可申請の場合に限る。） 

③ 他の都道府県及び政令に定める市で当該許可申請と同一の許可を有している場合は、その許

可証のうち、そのいずれかの写し（新規許可申請の場合に限る。） 

○ ○ 

19 誓約書（要領様式第２１号） 
○ ○ 

20 ※産業廃棄物処分業許可申請においてのみ必要な添付書類 

産業廃棄物の海洋投入処分を業として行う場合には、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法

律第十三条 に規定する登録済証の写し 

○ 
（産廃のみ） 

○ 
（産廃のみ） 
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※特別管理産業廃棄物処分業許可申請においてのみ必要な添付書類 

当該特別管理産業廃棄物の性状の分析に関する書類 

①分析設備一覧（要領様式第２９号） 

②分析設備の写真（要領様式第３０号） 

③分析設備の仕様書 

④分析を行う者の資格証明（要領様式第３１号） 

⑤卒業証明書及び検査に従事した証明書等 

ただし、感染性産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物である廃石綿等の処理のみを業として行う場

合は、これら書類の添付の必要はない。 

● 
（特管のみ） 

● 
（特管のみ） 

22 その他特に市長が必要と認める書類   

※発行日から３か月以内有効 
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表１２ 処分業許可申請に伴う講習会修了証の取扱い 

NO. 関連する用語 用語の説明 

１ 修了証 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが発行した講習会の修了証をいう。 

２ 申請者が法人の場合にお

いて、講習会を修了すべき

者 

代表者若しくはその業務を行う役員又は川崎市内の事業場の代表者とする。 

 

３ 申請者が個人の場合にお

いて、講習会を修了すべき

者 

申請者又は川崎市内の事業場の代表者とする。 

 

４ 新規講習会の有効期限 修了証の発行日（講習会を修了した日）から５年とする。 

５ 更新講習会の有効期限 修了証の発行日（講習会を修了した日）から２年とする。 

６ 特別管理産業廃棄物の処

分課程の修了証 

産業廃棄物処分業の許可申請に添付できるものとする。 

７ 新規許可申請 講習会を修了すべき者が受講しており、申請日において有効期限内であって、かつ、申請す

る業の新規講習会の修了証とする。 

ただし、既に他の都道府県又は政令に定める市で当該許可申請と同じ業の種類の許可を有し

ている場合であって、申請時において、その旨が確認できる場合に限り、更新講習会の修了

証の添付を認めるものとする。また、既に個人事業者として産業廃棄物処理業の許可を取得

しているものが、法人（その個人事業者が代表者である場合に限る。）で同じ業の種類の新規

許可申請をする場合は、都道府県又は政令に定める市の許可状況に関わらず、更新講習会の

修了証の添付を認めるものとする。 

８ 更新許可申請 講習会を修了すべき者が受講しており、かつ、申請時に有している当該許可の許可更新日（有

効期限満了の日の翌日）において有効期限内であって、申請する業の新規講習会及び更新講

習会の修了証とする。 

９ 変更許可申請 申請日において、講習会を修了すべき者が受講しており、かつ、修了証の有効期限が、当該

許可の許可年月日以降である新規講習会及び更新講習会の修了証とする。 

* 川崎市内を事業活動の範囲とする事業場の代表者が講習会の修了者である場合は、①事業場の代表者である旨の証明、②産業

廃棄物の収集若しくは運搬又は処分若しくは再生の業に係る契約を締結する権限を有する旨の証明、③組織図（それぞれ任意様

式）が必要です。 

また、事業場の代表者は、政令で定める使用人に該当しますので役員等と同様な添付書類が必要となります。 

なお、本社の部長等は、たとえ産業廃棄物部門の統括者であったとしても、事業場の代表者に成り得ませんので、講習会の修

了者として認められません。 

 

許可申請書及び許可申請書添付書類が提出されると、市は形式上の要件を確認した上

で、申請者に川崎市手数料規則に定める手数料の納付を指示します。ただし、申請書等

の不備が認められるときは、申請者に具体的内容を周知し、相当の期間を定めて申請書

等の補正を求めます。 

申請者は、手数料を納付書により本市の指定金融機関等へ納付しなければなりません。

納付手数料は、表２（３ページ）を御参照ください。手数料の納付を確認した後に、申

請者へ申請書等の写しを返却します。 

 

（２）更新許可等における優良産廃処理業者認定制度に基づく申請書類の一部省略 

※優良産廃処理業者認定制度の手引き、申請様式は川崎市のホームページからダウンロードできま

す。(http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000013770.html) 

 

この制度は、平成２３年４月１日に施行され、規則第１０条の４の２又は規則第１０条

の１６の２に基づいて、川崎市長が表１３の優良基準に適合していることの認定等を行っ

http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000013770.html
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た業者に対して、通常５年の産業廃棄物処理業の許可の有効期間を７年とし、更新許可等

の際に提出する申請書類の一部（表１５）を省略させることができるものです。優良認定

等を受けた場合、市は許可証にその旨を記載し、市のホームページでも公表します。 

 

表１３ 優良基準 

1 遵法性 従前の産業廃棄物処理業の許可の有効期間（優良確認の場合は申請日前５年間）又は当該有効

期間を含む連続する５年間のいずれか長い期間において特定不利益処分を受けていないこと。 

2 事業の透明性 法人の基礎情報、取得した産業廃棄物処理業等の許可の内容、廃棄物処理施設の能力や維持管

理状況、産業廃棄物の処理状況等の情報を、一定期間継続してインターネットを利用する方法

により公表し、かつ、所定の頻度で更新していること。 

3 環境配慮の取組 ISO14001、エコアクション21等の認証制度による認証を受けていること。 

4 電子マニフェスト 電子マニフェストシステムに加入しており、電子マニフェストが利用可能であること。 

5 財務体質の健全性 ①直前３年の各事業年度における自己資本比率が零以上であること。また、直前３年の各事業

年度のうちいずれかの事業年度における自己資本比率が10パーセント以上であること。 

②前事業年度における営業利益金額等が零を超えること。 

③直前３年の各事業年度における経常利益金額等の平均値が零を超えること。 

④産業廃棄物処理業等の実施に関連する税、社会保険料及び労働保険料について、滞納してい

ないこと。 

6 その他 （優良確認の場合のみ）５年以上継続して産業廃棄物処理業等の許可を受けていること。 

※事業の透明性…優良認定等に必要な情報公開の期間は表１４のとおり。 

 

表１４ 事業の透明性に関する情報公開の期間 

No 場合 事前情報公表期間 

1 ２，３以外の場合 優良認定の申請 産業廃棄物処理業の許可の更新申請の日前６月間 

優良確認の申請 優良確認の申請日前６月間 

2 既に優良認定を受けている者が、再度、優良認定の申請をする場合 優良認定業者としての許可を受けた日から当該申請の

日までの間 

3 優良確認を受けた者が、優良確認を受けた後初めて優良認定の申請

をする場合 

優良確認を受けた日から当該更新の申請の日までの間 

 

表１５ 優良産廃処理業者認定制度に基づいて省略できる申請書類 

省略できる書類 個人 法人 表１１．に該当する番号 

申請者が法人である場合には、定款又は寄付行為  ○ No.1 

申請者が法人である場合には、直前３年の各事業年度における

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表 

 ○ No.9,10 

処分後の産業廃棄物の処理方法を記載した書類 ○ ○ No.7 

 

（３）検査 

廃棄物指導課では、処分業の許可申請があった場合、立入検査を実施します。立入検査

では、事業計画に基づいて、施設を確認するため、原則として、当該許可対象事業所・施

設の工事が終了している必要があります。 

なお、この検査では、処分業許可を受ける前段階なので、更新許可申請を除き、許可を

受けていない施設では、委託を受けて廃棄物を処分できません。試運転においては、処理

する産業廃棄物と同じ性状のサンプル品等を用いて試運転を行ってください。 
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（４）許可基準の審査 

産業廃棄物処分業及び特別管理産業廃棄物処分業の許可申請に対して、「産業廃棄物処

理業審査会」（廃棄物指導課職員によって構成されるもの）を開催し、法第１４条第１０

項及び法第１４条の４第１０項の許可基準に基づいて審査します。 

 

２－２．許可等 

（１）許可 

市長は、審査の結果、許可基準に適合していると判断した場合、産業廃棄物処分業に

ついて許可し、産業廃棄物処理業の種類ごとに規則様式に定める許可証を交付します。

許可証の許可日は、原則として毎月１日付けです。 

なお、許可証の交付日は、原則として、新規・変更許可では許可日と同日、更新許可

では従前の許可期限日です。 

 

（２）不許可処分 

市長は、産業廃棄物処理業の申請内容が、許可の基準に適合していないと判断した場

合、不許可処分を行います。 

 

■標準処理期間について 

標準処理期間は、７０日となります。ただし、不備な申請を補正するための期間及び

申請後に申請内容を変更する期間、施設の建設に必要な期間は、これに含まれません。 

 

 

３．処分業における許可取得と同時に法第１５条に規定する産業廃棄物

処理施設の設置等を行う場合の申請事務手続 
  

処分業の許可取得と同時に法第１５条に規定する一定規模以上の産業廃棄物処理施設

を設置又は変更する場合、以下の手続きが必要になります。詳しい処理施設の許可申請等

の事務手続きについては、「産業廃棄物処理施設許可・認可申請の手引き（中間処理施設

編）」を御参照ください。 

なお、処分業の許可と同時に処理施設を設置する場合には、業の許可と施設の許可の事

務手続きが相互に関連します。そこで、業と施設の許可を同時に申請する際は、２６ペー

ジ、図７に示す事務手続きフローに従って、事務手続きを進めてください。 

 

（１）産業廃棄物処理施設設置許可申請 

産業廃棄物処理施設を新たに設置する場合には、市長の許可を受けなければならない

ので、産業廃棄物処理施設設置許可申請が必要です（法第１５条第１項）。 

 

（２）産業廃棄物処理施設変更許可申請 

既に許可を受けた産業廃棄物処理施設において、表１６に示す事項を変更する場合に

は、産業廃棄物処理施設の変更許可申請が必要です（法第１５条の２の６第１項）。 
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表１６ 産業廃棄物処理施設の変更許可の対象となる事項 

No. 事  項 変 更 内 容 

１ 処理する産業廃棄物の種類＊  

２ 処理能力 ・処理能力の１０％以上の増加を伴う変更 

３ 位置、構造等の設置に関する計画 ・処理施設の位置又は処理施設の処理方式 

・処理施設の構造及び設備（中核設備）の変更 

なお、中核設備には、処理能力を決定する要素となっている設備

を含みます。 

・処理施設の構造及び設備の変更に伴い設計計算上達成することがで

きる排ガスの性状、放流水の水質その他の生活環境への負荷に関す

る数値の変化により、生活環境への負荷を増大させる変更 

・処理に伴い生ずる排ガス又は排水の排出の方法又は量の増大に係る

変更 

４ 維持管理に関する計画 ・排ガスの性状､放流水の水質等について周辺地域の生活 

環境の保全のため達成することとした数値の変更(周辺地域の生活

環境に対する影響が減ぜられるもののみを行う場合を除く｡) 

・排ガスの性状及び放流水の水質の測定頻度に関する事項の変更（た

だし、測定頻度を増加する場合を除く。） 

・その他処理施設の維持管理に関する事項の変更 

＊内容により新規許可となる場合があります。 

 

（３）産業廃棄物処理施設軽微変更届出書の提出 

既に許可を受けた産業廃棄物処理施設において、表１６に示す事項以外の事項を変更

する場合には、産業廃棄物処理施設軽微変更等届出書（様式第二十三号）の提出が必要

となります。 

 

（４）都市計画審議会に関する手続 

産業廃棄物処理施設を設置し、処分業を行う場合には、建築基準法第５１条の規定に

より、都市計画審議会に関する手続が必要になる場合があります。 

建築基準法第５１条の規定の取扱いについては、まちづくり局建築指導課に確認して

ください。 
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処理業許可申請 川崎市廃棄物指導課 15条施設設置許可申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図７ 処分業と15条施設設置の申請の流れ１ 

 

 

 

 

事前相談                         事前相談 

事業概要の確認 

事前協議 

●事前協議申込書（要領様式第３号）及び事前協議申込書添

付書類の作成・提出 

事業計画 

●事業計画書（要領様式第５号）及び事業計画書添付書類の作

成・提出 

建築基準法第51条に係る

施設の場合 

 

○都市計画審議会の手続の申請 

○まちづくり局都市計画課、建築

指導課への相談が必要 

周辺住民への周知 

●工業専用地域以外での新規、変更許可

（変更後に生活環境影響が増大しないと

認められる場合を除く。） 

○事業計画につい

て、周辺住民との

合意形成が図られ

たものであること

を確認 

事前協議＊「要綱」は施設要綱を指します。 

①事前協議申込書（要綱＊第１号様式） 

②生活環境影響調査実施計画書（要綱＊第２号様式） 

③設置許可申請書（様式第18号様式） 

設置許可申請書の添付書類の作成・提出 

提出書類の確認 

事業計画が固まり、施設能力、レイアウトが決定 

提出書類の確認 

市条例アセスに係る場合 

 

○市条例アセスの手続の申請 

○事前協議で提出する生活環境影

響調査実施計画書(要綱＊第2号様

式)は、市条例のアセスと廃掃法上

のアセスの両方の要件を満たす必

要がある。 

○環境局環境評価課への相談が必

要 

＊ 
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処理業許可申請 川崎市廃棄物指導課 15条施設設置許可申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図７ 処分業と15条施設設置の申請の流れ２ 

 

 

 

 

＊ 

設置許可申請 

①産業廃棄物処理施設設置許可申請書（様式第１８号） 

②川崎市廃棄物処理施設設置許可等に関する要綱の別表２に掲げる証明書

の作成・提出 

関係する地方公共団体との協議 

審 査 

建築基準法第５１条

に係る施設の場合 

 

★都市計画審議会 

まちづくり局都市計画課 

★建築確認済証交付 

まちづくり局建築指導課 

＊＊ 

申請手数料の納付 

告示・縦覧（１か月) 

利害関係者の意見書提出 

専門家からの意見聴取 

（焼却施設、PCB処理施設等の場合） 

標準処理期間 

（１５条設置許可） 

焼却等：５か月 

脱水、破砕等：２か月 

設置許可 

○許可証交付 

工事着工                                工事着工 

処理業許可申請 

●産業廃棄物処分業許可申請書（様式第８号）及び必要な添付書類の作成・

提出 
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処理業許可申請 川崎市廃棄物指導課 15条施設設置許可申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図７ 処分業と15条施設設置の申請の流れ３ 

＊＊ 

試運転計画書提出 

○試運転期間において他人の廃棄物を受託して処

理してはならない。 

申請手数料の納付 

標準処理期間： 

１か月 

許可証の交付 

●業の種類ごとに規則様式に定めるもの 

竣工                                   竣工 

使用前検査申請 

○使用前検査申請書（様式第１９号）及び必要な

添付書類の作成・提出 

●産業廃棄物処理責任者 

（自社の廃棄物も処理する場合） 

●技術管理者の設置 

検査の実施 

審査 

使用前検査の実施 

審査 

試運転結果報告書の作成提出                      

使用前検査済証の交付 

●市細則第２１号様式 

処分業の開始 施設の供用開始 
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第３章 産業廃棄物処分業の届出等 

 産業廃棄物処分業者が行う届出等の手続きは、図８に示すとおりです。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図８ 産業廃棄物処分業者が行う届出等の手続き 

 

 

許可の取消処分 

変更届出事由の発生 

①処分業の全部若しくは一部廃止 

②住所変更 

③氏名、名称変更 

④法定代理人、役員、株主、使用人の変更 

⑤事務所及び事業場の所在地の変更 

⑥施設並びにその設置場所及び構造又は規模の変更 

⑦保管場所に関する変更 

再交付申請 許可証の再交付 

１．処分業における変更等の届出 (P30) 

２．欠格要件に係る届出 (P31) 

欠格要件に該当 

変更の届出 

事前相談 事前協議＊ 事業計画 

周辺住民等

への周知＊ 

⑥、⑦の場合 

３．許可証の再交付申請 (P32) 

許可証の亡失、損傷、

汚損 

＊事前協議及び周辺住民等への周知については、既存の施設と同一の敷地内で行う変更

で、周辺地域の生活環境に対する影響が増大しないと認められる場合には不要です。 

届出 
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１．処分業における変更等の届出 
許可業者は、処分業の全部若しくは一部を廃止したとき、住所や表１７に掲げる

事項を変更した場合には、廃止又は変更の日から１０日（法人にあって登記事項証

明書の添付を必要とする場合には３０日）以内に廃棄物指導課に届け出なければな

りません。提出書類の内容を確認した上で、写し１部を返却いたします。 

 

■変更及び廃止時に提出する書類（正本１部、その写し１部） 

①産業廃棄物処理業廃止変更届出書（様式第十一号（６６ページ）） 

特別管理産業廃棄物処理業廃止変更届出書（様式第十七号（６７ページ）） 

②表１８に掲げる書類 

 

表１７ その他の変更届出事由（規則第１０条の１０） 

１ 氏名又は名称 

２ 次に掲げる者  

①法第１４条第５項第２号ハに規定する法定代理人（法定代理人が法人である場合におい

ては、その役員を含む） 

②役員 

③発行済株式総数の百分の五以上の株式を有する株主又は出資の額の百分の五以上の額に

相当する出資をしている者 

④令第６条の１０に規定する使用人 

３ 事務所及び事業場の所在地（住所を除く。） 

４ 事業の用に供する施設並びにその設置場所及び構造又は規模 

※法第１５条の許可を受けた産業廃棄物処理施設については、別途法第１５条の許可に係る手続き

（２４ページ３．（２）、 ２５ページ３．（３）参照）が必要となる場合があります。 

５ 保管の場所に関する所在地、面積、保管する産業廃棄物の種類、処分等のための保管上限

屋外において産業廃棄物を容器を用いずに保管する場合にあっては、積み上げられた産業

廃棄物の保管高さのうち最高のもの 

 

表１８ 届出に必要な書類 

No. 変更事項 添付書類 

１ 個人の氏名 (1) 住民票の写し※（本籍 (外国人の場合は国籍等)の記載のあるもの） 

(2) 誓約書（要領様式第２１号） 

(3) 許可証の写し 

２ 個人の住所 (1) 住民票の写し※（本籍(外国人の場合は国籍等)の記載のあるもの） 

（住居表示の変更の場合は、その証明書のみとする。） 

(2) 本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

(3) 許可証の写し 

３ 法人の名称 (1) 定款又は寄附行為 

(2) 登記事項証明書※（名称を変更したことが確認できるもの（履歴事項全部証明書）） 

(3) 許可証の写し 

４ 法人の本店住所 (1) 登記事項証明書※（住居表示の変更の場合は、その証明書のみとする。） 

(2) 本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

(3) 許可証の写し 

５ 事業所及び事業場の

所在地 

(1) 本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

(2) 許可証の写し 
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No. 変更事項 添付書類 

６ 法人の役員、政令で

定める使用人及び法

定代理人（法定代理人

が法人である場合に

おいては、その役員）

並びにその者の氏名 

 

(1) 登記事項証明書※（就任、退任日等が確認できるもの（履歴事項全部証明書）） 

(2) 登記事項証明書に記載のない者については、就任又は退任の記載のある議事録の写し

等 

(3) 政令使用人については、組織図 

(4) 新たに就任した者の住民票の写し※ 

(5) 誓約書（要領様式第２１号） 

(6) 役員新旧一覧表（要領様式第３２号） 

(7) 許可証の写し 

 

７ 発行済株式総額の百

分の五以上の株式を

有する株主又は出資

額の百分の五以上の

額に相当する出資者

並びにその者の氏名

又は名称 

(1) 個人の場合は住民票の写し、法人の場合は登記事項証明書（履歴事項全部証明書）※ 

(2) 誓約書（要領様式第２１号） 

(3) 株主・出資者一覧表（要領様式第３３号）  

(4) 許可証の写し 

８ 事業の用に供する施

設及び保管場所 

(1) 事業用地内の配置図 

(2) 変更した施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書

等 

(3) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

９ 事業の全部又は一

部を廃止した場合 

(1) 許可証 

廃止しようとする業の許可証を亡失（文字が判読できない程度に損傷し、又は、汚損した

場合を含む。）した場合は、当該許可証に代えて、届出者が個人の場合は住民票の写し及

び印鑑証明書、法人の場合は登記事項証明書及び印鑑証明書をもって代えることができま

す。 

※発行日から３か月以内有効 

 

２．欠格要件に係る届出 
許可業者は、法第１４条の２第３項及び法第１４条の５第３項に基づいて、表１

９の欠格要件に該当するに至ったとき、該当要件に至った日から２週間以内に廃棄

物指導課に届出なければなりません。提出書類の内容を確認した上で、写し１部を

返却いたします。 

 

■欠格要件に該当した際に提出する書類（正本１部とその写しを１部） 

①産業廃棄物処理業者等の欠格要件に係る届出書 

（細則第６号様式の３（６８ページ）） 

②許可証の写し 

表１９ 届出を要する欠格要件 

１ 
心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者（精神の機能の障害により、廃棄物の処理の業務を適

切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者） 

２ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ないもの 

３ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から五年を経過しない者 

４ 

法、浄化槽法 （昭和五十八年法律第四十三号）その他生活環境の保全を目的とする法令で政令で定めるもの若

しくはこれらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七

十七号。第三十二条の三第七項及び第三十二条の十一第一項を除く。）の規定に違反し、又は刑法 （明治四十年法

律第四十五号）第二百四条 、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七

条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律 （大正十五年法律第六十号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から五年を経過しない者 
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５ 

法第七条の四第一項（第四号に係る部分を除く。）若しくは第二項若しくは第十四条の三の二第一項（第四号に

係る部分を除く。）若しくは第二項（これらの規定を第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）又は

浄化槽法第四十一条第二項 の規定により許可を取り消され、その取消しの日から五年を経過しない者（当該許可

を取り消された者が法人である場合（第七条の四第一項第三号又は第十四条の三の二第一項第三号（第十四条の六

において準用する場合を含む。）に該当することにより許可が取り消された場合を除く。）においては、当該取消し

の処分に係る行政手続法 （平成五年法律第八十八号）第十五条 の規定による通知があつた日前六十日以内に当該

法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名

称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以

上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下法第七条第五項第四号、第八条の五第六項及び第十四条第五

項第二号ニにおいて同じ。）であつた者で当該取消しの日から五年を経過しないものを含む。） 

６ 

法第七条の四若しくは第十四条の三の二（第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）又は浄化槽

法第四十一条第二項 の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条 の規定による通知があつた日

から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に法第七条の二第三項（第十四条の二第三項及

び第十四条の五第三項において読み替えて準用する場合を含む。以下法第七条第五項第四号において同じ。）の規

定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分（再生することを含む。）の事業のいず

れかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第三十八条第五号 に該当する旨の同条 の規定による届出をした者

（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から五年を経過しないもの 

７ 

６の項に規定する期間内に法第七条の二第三項の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運

搬若しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第三十八条第五号 に該当する旨の同条 

の規定による届出があつた場合において、６の項の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止

について相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくは令第四条の七で定める使用人であつた者又は当該届出に

係る個人（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）の政令で定める使用人であつた者で、当該届出

の日から五年を経過しないもの 

８ 
営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合におい

ては、その役員を含む。）が１から７までのいずれかに該当するもの 

９ 法人でその役員又は令第四条の七で定める使用人のうちに１から７までのいずれかに該当する者のあるもの 

10 個人で令第四条の七で定める使用人のうちに１から７までのいずれかに該当する者のあるもの 

 

３．再交付申請 
（１）許可証の再交付申請許可業者は、許可証を亡失し、損傷し、又は汚損したと

きは、許可証の再交付の申請をし、必要な書類を市長に提出しなければなりません。

提出書類の内容を確認した上で、写し 1部を返却いたします。 

 

■許可証再交付に必要な書類（正本１部とその写し１部） 

①許可証等再交付申請書（細則様式第７号（６９ページ）） 

②届出者が個人の場合・・・住民票の写し及び印鑑証明書 

届出者が法人の場合・・・登記事項証明書及び印鑑証明書 

 

（２）許可証の再交付申請手数料の納付 

許可証等再交付申請書の提出後、申請者は、申請手数料（産業廃棄物処分業、特

別管理産業廃棄物処分業共に 5,000 円）を納付書により、本市の指定金融機関等へ

納付しなければなりません。 
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４．許可証の再交付 
市長は、許可証の書換え交付の必要となる変更届出書、又は許可証再交付申請書

の提出後、産業廃棄物処分業、特別管理産業廃棄物処分業についての許可証を再交

付します。 
 
５．許可証の返還 

産業廃棄物処理業の許可証の交付を受けた者は、表２０に掲げる返還事由に対応

する許可証を廃棄物指導課に返還しなければなりません。 

 
表２０ 返還する許可証の返還事由 

返還事由 返還する許可証 

産業廃棄物処理業の許可の取消し処分を受けたとき 既存の許可証 

産業廃棄物処理業の許可の有効期限が到来し、許可の効力を失ったとき 既存の許可証 

産業廃棄物処理業の産業廃棄物更新許可申請を行い、新たな許可証の交付を

受けたとき 
更新許可前の許可証 

産業廃棄物処理業の変更許可申請を行い、新たな許可証の交付を受けたとき 変更許可前の許可証 

産業廃棄物処理業の許可証の書換えを要する変更届出を行い、新たな許可証

の交付を受けたとき 
書換え前の許可証 

亡失した許可証を発見したとき 発見した許可証 
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川崎市産業廃棄物処理業に係る行政指導指針 

 

（目的） 

第１条 この指針は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以

下「法」という。）に基づき、処理業者等に対して、必要な行政指導を行うことにより、産

業廃棄物の適正な処理を促進し、もって市民の生活環境の保全に資することを目的とする。

なお、この指針は、川崎市行政手続条例（平成７年条例第３７号）第３４条の趣旨に基づ

く行政指導指針である。 

 

（用語の定義） 

第２条 この指針における用語の定義は、法の例によるほか、次の各号に定めるところによ

る。 

（１）規則 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号） 

をいう。 

（２）収集運搬業者等 産業廃棄物収集運搬業又は特別管理産業廃棄物収集運搬業について、

法第１４条第１項（新規許可）、同条第２項（更新許可）、第１４ 条の２第１項（変更許

可）、第１４ 条の４第１項（新規許可）、同条第２項（更新許可）、又は第１４条の５第

１項（変更許可）の規定による許可を受けようとする者及び既に許可を受けている者を

いう。 

（３）処分業者等 産業廃棄物処分業又は特別管理産業廃棄物処分業について、法第１４条

第６項（新規許可）、同条第７項（更新許可）、第１４ 条の２第１項（変更許可）、第１

４ 条の４第６項(新規許可)、同条第７項（更新許可）又は第１４条の５第１項（変更許

可）の規定による許可を受けようとする者及び既に許可を受けている者をいう。 

（４）処理業者等 収集運搬業者等及び処分業者等をいう。 

（５）積替え保管業者等 収集運搬業者等のうち積替え又は保管を行う者又は行う予定の者

をいう。 

（６）産業廃棄物処理業 産業廃棄物処理業又は特別管理産業廃棄物処理業をいう。 

 

（処理業者等の責務等） 

第３条 処理業者等は、周辺地域の生活環境の保全及び公衆衛生に配慮し、市の施策に協力

するものとする。 

２ 市長は、必要と認めるときは、処理業者等に対し、改善を求めることができる。 

３ 処理業者等は、前項の規定により市長から改善を求められた場合は、その対策を講じる

ものとする。 

 

（事業用地に関する基準） 

第４条 積替え保管施設及び処分施設の事業用地の基準は、次のとおりとする。 

（１）原則として、工業専用地域、工業地域又は準工業地域を用いること。 

（２）学校、児童福祉施設、医療施設（入院施設を有するものに限る。）、老人福祉施設、身

体障害者施設、更生援護施設等との間に十分な距離が保たれていること。 

（３）業を行うための十分な広さが確保されていること。 

（４）土砂崩れ、地滑り等災害が発生するおそれがないこと。 
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（積替え保管施設及び処分施設に関する基準） 

第５条 積替え保管施設の基準は、別紙１のとおりとし、処分施設の基準は別紙２のとおり

とする。 

２ 施設全体の掲示板の基準は別紙３のとおりとする。 

 

（事前協議） 

第６条 次の第１号から第３号に該当する者（以下「事前協議申込者」という。）は、川崎市

産業廃棄物処理業に係る事務取扱要領（以下「要領」という。）で定める事前協議申込書

等を市長に提出し、その事業内容等について、事前協議を行うものとする。 

ただし、第４号に該当するものを除く。また、市長が認める場合はこの限りではない。 

（１）積替え保管業者等又は処分業者等で新規許可の申請をしようとする者。 

（２）積替え保管業者等又は処分業者等で変更許可の申請をしようとする者。 

（３）積替え保管業者等又は処分業者等で、積替え保管施設又は処分施設の設置場所、構造、

規模等に関する変更を行おうとする者。 

（４）積替え保管業者等又は処分業者等で、積替え保管施設又は処分施設について、既存の

施設と同一敷地内で、周辺地域の生活環境に対する影響が増大しないと市長が認める変

更を行う者 

２ 事前協議申込書等の提出部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市長は、特

に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 
３ 第１項の事前協議申込書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、書面

での提出は省略するものとする。 
４ 事前協議申込者は、第７条第２項による市長の指導又は指示を受けた場合は、対策を講

じるとともに措置状況等の報告を市長へ行うものとする。 

 

（事前協議に係る市長の指示等） 

第７条 市長は、事前協議申込書等の提出があった場合は、その内容の確認及び事前協議申

込者からの聴取並びに必要に応じて法第１９条に基づく立入検査を行うものとする。 

２ 市長は、前項に基づく事前協議申込書等の確認の過程において、事前協議申込者に対し、

計画の変更等を指導し、又は提出された事前協議申込書等の訂正等を指示することができ

る。 

３ 市長は、前項に基づく指導又は指示を行い、相当な期間を経過しても何ら措置等が取ら

れない場合又は当該計画の実現困難な状況にあると認められる場合は、計画の中断を指示

することができる。 

４ 市長は、前項に基づき中断した場合は、事前協議申込者等に対して事前協議申込書等の

取下げを勧告することができる。 

 

（事業計画） 

第８条 次に掲げる者（以下「事業計画者」という。）は、要領で定める事業計画書等を市長

に提出し、その内容について、確認を受けるものとする。 

（１）第６条第１項第１号から第３号に該当し、事前協議を経た者 

（２）第６条第１項第４号に該当する者 

（３）積替え保管業者等又は処分業者等で更新許可の申請を行おうとする者 

２ 事業計画書等の提出部数は、正本１部、その写し２部とする。ただし、市長は、特に必
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要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 
３ 第１項の事業計画書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、書面での

提出は省略するものとする。ただし、原本を確認する必要があるものを除く。 
４ 事業計画者は、第９条第２項による指導又は指示を受けた場合は、対策を講じるととも

に措置状況等の報告を市長へ行うものとする。 

 

（事業計画に係る市長の指示等） 

第９条 市長は、事業計画書等の提出があった場合は、その内容の確認及び事業計画者から

の聴取並びに必要に応じて法第１９条に基づく立入検査を行うものとする。 

２ 市長は、前項に基づく事業計画書等の確認の過程において、事業計画者に対し、事業計

画の変更等を指導し、又は提出された事業計画書等の訂正等を指示することができる。 

３ 市長は、前項に基づく指導又は指示を行い、相当な期間を経過しても何ら措置等が取ら

れない場合又は当該事業計画の実現困難な状況にあると認められる場合は、事業計画の中

断を指示することができる。 

４ 市長は、前項に基づき中断した場合は、事業計画者等に対して事業計画書等の取下げを

勧告することができる。 

 

（周辺住民等への周知） 

第１０条 第８条第１項第１号に該当する事業計画者で事業計画を確認された者は、当該事

業計画について、次に規定する者（以下「周辺住民等」という。）へ周知するものとする。 

ただし、事業用地が処分業者等の場合は、工業専用地域を、積替え保管業者等の場合は、

工業専用地域及び工業地域を除く。 

（１）事業用地が借地のときは、土地の地権者 

（２）原則として処理施設の敷地境界線から 50ｍ以内に居住する者及び事業所等の管理者 

（３）隣地の地権者 

（４）近隣の農業関係者（土地改良組合施行区画内にあるときは、同組合を含む。） 

（５）近隣の水路利用者（水路利用組合があるときは、同組合を含む。） 

（６）上記以外で、市長が必要と認める者 

２ 事業計画者は、周辺住民等に対し当該事業計画について周知を行う場合は、あらかじめ、

要領で定める事業計画周知書等を市長に提出するものとする。 

３ 事業計画周知計画書等の提出部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市長は、

特に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 
４ 第２項の事業計画周知計画書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、

書面での提出は省略するものとする。 
５ 事業計画者は、周辺住民等に対し当該事業計画について周知を行った場合は、速やかに、

要領に定める事業計画周知報告書等を市長に提出するものとする。 

６ 事業計画書周知報告書等の提出部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市長

は、特に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 
７ 第５項の事業計画周知報告書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、

書面での提出は省略するものとする。 
８ 事業計画者は、事業計画に関して、周辺住民等との合意形成が図れない場合は、事業計

画の見直しを行うものとする。 
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（事業計画周知計画書等及び事業計画周知報告書等に係る市長の指示等） 

第１１条 市長は、事業計画周知計画書等に不備が認められるときは、具体的内容を周知し、

相当の期間を定めて補正を求めるものとする。 

２ 市長は、事業計画周知報告書等に不備が認められるときは、具体的内容を周知し、相当

の期間を定めて補正を求めるものとする。 

３ 市長は、周辺住民等からの意見が合理的であると認める場合で、事業計画者が、その意

見に対し、対策が図れないと認められる場合は、事業計画者に対して事業計画書等の取り

下げを勧告することができる。 

 

（申請及び届出） 

第１２条 市長は、産業廃棄物処理業の許可申請又は再交付申請があったときは、申請書の

記載事項に不備がないこと、必要な書類が添付されていること、申請をすることができる

期間内にされたものであること（以下「申請の形式上の要件」という。）に適合することを

確認し、申請の形式上の要件に適合しないときは、申請者に具体的内容を周知し、相当の

期間を定めて補正を求めるものとする。 

２ 要領で定める許可申請書等及び要領で定める再交申請書等の必要部数は、正本１部、そ

の写し１部とする。ただし、市長は、特に必要と認めるときは、提出部数を指定すること

ができる。 

３ 要領で定める許可申請書等及び要領で定める再交申請書等を、本市電子申請システムを

利用して提出する場合は、書面での提出は省略するものとする。ただし、原本を確認する

必要があるものを除く。 

４ 市長は、変更届、廃止届又は欠格要件該当届（以下「変更届出書等」という。）があった

ときは、届出書の記載事項に不備がないこと、届出書に必要な書類が添付されていること

（以下「届出の形式上の要件」という。）に適合していることを速やかに確認し、届出の形

式上の要件に適合しないときは、届出者に具体的内容を周知し、相当の期間を定めて補正

を求めるものとする。 

５ 要領で定める変更届出書等の必要部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市

長は、特に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 
６ 要領で定める変更届出書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、書面

での提出は省略するものとする。ただし、原本を確認する必要があるものを除く。 
７ 市長は、許可申請又は変更届出書等の提出があった場合は、必要に応じて、法第１９条

に基づく立入検査を行うものとする。 

 

（許可証の返還） 

第１３条 産業廃棄物処理業の許可証の交付を受けた者は、表１に掲げる返還事由に対応す

る許可証を市長に返還すること。 

表１ 返還する許可証 

返還事由 川崎市長に返還する許可証 

産業廃棄物処理業の許可の取消し処分を受けたとき 既存の許可証 

産業廃棄物処理業の許可の有効期限が到来し、許可の効

力を失ったとき 

既存の許可証 

産業廃棄物処理業の更新許可申請を行い、新たな許可証 更新許可前の許可証 
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の交付を受けたとき 

産業廃棄物処理業の変更許可申請を行い、新たな許可証

の交付を受けたとき 

変更許可前の許可証 

産業廃棄物処理業の許可証の書換えを要する変更届出

を行い、新たな許可証の交付を受けたとき 

書換え前の許可証 

亡失した許可証を発見したとき 発見した許可証 

 

（経理的基礎に関する指導事項） 

第１４条 産業廃棄物の処理を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎に関する指

導事項として、次に掲げる事項を満たす経理状態を保つよう努めること。 

（１）産業廃棄物処理業について利益が計上できていること。 
（２）自己資本比率（貸借対照表上の純資産の額を、当該額と当該貸借対照表上の負債の額

の合計額で除して得た値をいう。）が１０パーセントを超えていること。 
（３）産業廃棄物処理に係る計画において、設備投資に要する資金等を踏まえ、適切な収益

が見込まれていること。 
（４）事業の用に供する施設について、法定耐用年数に見合った減価償却が行われているこ

と。 
（５）役員報酬が著しく少なく計上されていないこと。 
（６）中間処理業者にあっては、未処理の廃棄物の適正な処理に要する費用が留保されてい

ること。 
（７）最終処分業者にあっては、埋立処分終了後の維持管理に要する費用が計上されている

こと。 
（８）各種税金、社会保険料又は労働保険料等の義務的支払が適切に履行されていること。 
 
 

附則 

 

（施行期日） 

第１条 この指針は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

（旧指針の廃止） 

第２条 産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の収集運搬業に係る指導指針（平成１８年４月

１日）及び産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処分業に係る指導指針（平成１８年４月

１日）は、廃止する。 

 
附則 

 

（施行期日） 

この指針は、令和５年４月１日から施行する。 
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（別紙１） 

積替え保管施設に関する基準 

 

（構造等に関する基準） 

第１条 積替え保管施設の構造等の基準は、次のとおりとする。 

（１）事業用地全体 

ア 周囲には、みだりに人が立ち入らないように、原則として高さ３メートル以上の鋼

板、ブロック塀等を用い、雨風等により破損しない構造の囲いが設けられていること。

ただし、安全面等から、特に支障がないと認められる場合は、ネットフェンス等の構

造とすることができる。 

イ 作業時間以外に人が立ち入らないように、入口等には、施錠可能な門扉等が設けら

れていること。 

ウ 入口等の見やすい場所に、産業廃棄物積替え保管施設である旨を記載した表示板等

が設けられていること。 

エ 積替え保管施設の維持管理及び産業廃棄物の搬入、搬出等に係る管理事務等を行う

ための管理事務所が設置されていること。 

オ 場内排水、雨水等の浸出液を、公共水域等に放流する場合は、必要に応じて、適切

な排水処理設備が設けられていること。 

カ 原則として周囲には、開渠又はその他の施設が設けられ、外部からの雨水等の流入

が防止されること。 

キ 搬入車両、重機等が、周辺道路の交通の妨げにならないように、駐車場等の待機で

きる場所が十分に確保されていること。 

ク 必要に応じて、運搬車両に付着した土砂等を洗い落とすことができる洗車設備が設

けられていること。 

ケ 周辺環境との景観の調和及び緑化への配慮がされていること。 

（２）積替え場所及び保管場所 

ア 敷地境界からの距離を適正に確保すること。 

イ 運搬能力に応じた適正な容量であること。 

ウ 床面は産業廃棄物、汚水等の流出及び地下浸透を防止するため、コンクリート舗装

等の不透水性構造であること。 

エ 自重、積載荷重その他車両等の荷重及び地震力上安全な構造であること。 

オ 保管場所には、保管場所ごとに、法に規定する必要事項を表示した掲示板が設けら

れていること。また、併せて運搬先及び排出事業者を表示すること。 

カ 保管場所は、排出事業者が特定でき、産業廃棄物管理票との整合性が図れるように

必要な措置が講じられていること。 

キ 積替え場所及び保管場所は、車庫、資材置場等として使用しないこと。 

ク 安定型産業廃棄物の保管場所は、建築物内に設けられていること。 

ただし、適切な措置が講じられ、騒音、振動、粉じん等、生活環境上支障がないと

認められる場合はこの限りではない。 

ケ 非安定型産業廃棄物の積替え場所及び保管場所は、建屋内に設けられていること。 

ただし、建屋内と同等の適切な措置が講じられ、生活環境上支障がないと認められ

る場合はこの限りではない。 

コ 液状の産業廃棄物の保管場所は、産業廃棄物の流出防止のため、防液堤、レベルゲ
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ージ、警告装置等の設備の設置又は対策が講じられていること。また、流出した場合、

周囲に拡散しないよう対策が講じられていること。 

サ 保管する産業廃棄物の積み上げることのできる高さは概ね３メートル以下とする。 

ただし、囲い及び容器の構造、積替え作業及び保管の安全性、産業廃棄物の飛散及

び流出の危険性等を考慮し、適正に保管できると認められる場合はこの限りではない。 

シ 可燃性の産業廃棄物を保管する場合は、消火器等の適切な消火機器が備え付けられ

ていること、又は消火設備が設けられていること。 

ス 産業廃棄物の上に重機を乗せて作業を行うことのないよう、重機を使用する場合は、

作業するにあたって、積替え場所及び保管場所とは別に十分な広さが確保されている

こと。 

セ 積替え場所は、適切な作業が行えるように、原則として面積が１５０平方メートル

以上確保されていること。ただし、建設工事等から生ずる産業廃棄物の分別を行う場

合は、面積が２５０平方メートル以上確保されていること。 

（３）積替え又は保管を含む産業廃棄物収集運搬業の事業の用に供する運搬施設 

ア 保管する産業廃棄物の性状に適した運搬車両を有していること。 

イ 保管する産業廃棄物の数量に応じた運搬能力を有していること。 

 

 （管理体制） 

第２条 産業廃棄物積替え保管施設の管理体制等の基準は、次のとおりとする。 

（１）搬入、保管及び搬出 

ア 積替え保管施設について、搬入又は搬出のうち、いずれかを自ら行うこととし、保

管行為のみを行うことはできない。また、他の積替え保管施設への搬出は行わないこ

と。 

イ 排出事業者と産業廃棄物の処理委託契約を締結しているかを即座に確認できる体制

が整えられていること。また、搬入量の過多等により、保管上限を超えることがない

ような管理体制が整えられていること。 

ウ 産業廃棄物管理票の回付、写しの送付等を的確に行える体制が整えられていること。 

エ 保管した産業廃棄物の搬出は、排出事業者が特定できるようにすること。また、そ

れを管理できる体制が整えられていること。 

オ 保管した産業廃棄物は７日以内に搬出すること。性状が変化する産業廃棄物につい

ては３日以内に搬出すること。 

カ 複数の排出事業者から同一種類の産業廃棄物を同一の保管場所で保管する場合にあ

っては、産業廃棄物の混合による性状変化が起こらないことを事前に確認できる体制

が整備されていること。 

（２）悪臭、騒音、振動又は粉じんの防止 

  ア 有機性汚泥、動植物性残さ等腐敗性のある産業廃棄物については、悪臭等が発生し

ないよう速やかに搬出すること。 

イ 車両、重機等の使用については、その稼動に伴う著しい騒音、振動又は粉じんの発

生により周囲の生活環境の保全に支障をきたさないものであること。 

ウ 臭気を発生するおそれのある産業廃棄物を保管する場合は、臭気の発散を防止する

ため、原則として建屋内で保管すること。屋外で保管する場合は、密閉容器に保管す

る等、必要な措置が講じられていること。 

エ 粉じんを発生するおそれのある産業廃棄物を保管する場合は、粉じんの飛散を防止
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するため、散水栓等の散水設備を設ける等必要な措置が講じられていること。 

オ 産業廃棄物の保管及び粉じんを発生する作業を行う場合は、粉じんの発生を防止す

るため、散水等の必要な措置が講じられていること。 

（３）施設の保守点検等 

  ア 施設の機能を正常に維持するため、保守点検が適宜行われること。なお、液状の産

業廃棄物の保管施設にあっては、定期的に漏洩検査が行われること。 

イ 重機その他設備等の機能点検が定期的に行われること。 

ウ 設備等に異常があった場合は、補修等の必要な措置が速やかに講じられること。 

（４）防火対策 

  ア 消火器等の消火設備は、所定の能力が発揮できるように点検整備を行い、常に十分

な管理がされていること。 

イ 可燃性の産業廃棄物を保管する場合は、火気の取扱いに十分注意し、管理できる体

制が整っていること。 

（５）事故時の措置 

ア 産業廃棄物又は産業廃棄物から生じた汚水若しくは気体が飛散し、流出し、地下に

浸透し、又は発散したこと等により、生活環境の保全上の支障が生じ、又は生ずるお

それのあるときは、直ちに、引き続くその支障の除去又は発生の防止のための応急の

措置を講ずること。 

イ 関係機関への連絡体制が整えられていること。 

（６）記録及び保存 

  ア 法に規定する事項を記載した帳簿を事業用地内に設置した管理事務所に備え、１年

ごとに閉鎖し、閉鎖後５年間事業場ごとに保存すること。 

（７）その他 

  ア 作業時間及び受入時間については、周辺の状況に応じ、生活環境の保全上の支障を

きたさないよう配慮すること。 

イ 車両等の出入りについては、周辺の道路事情を十分に考慮し、交通安全の確保を図

られていること。 
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（別紙２） 

川崎市産業廃棄物処分施設に関する基準 

 

（施設） 

第１条 処分施設の種類等は、次のとおりとする。 

（１）次のいずれかに該当する施設であること（原則、アからウに該当すること。）。 

ア 産業廃棄物を再生する処理施設 

イ 産業廃棄物を減量減容化する処理施設 

ウ 産業廃棄物を安定化・無害化する処理施設 

エ 産業廃棄物を処分するための処理施設 

（２）原則として、移動式の施設でないこと。ただし、次のいずれにも該当する場合はこの

限りではない。 

ア 産業廃棄物の処分を行う場所が、当該産業廃棄物の排出事業場内であること。 

イ 産業廃棄物を、固定式で処分を行う施設へ運搬し、処分するより、排出事業場内で

処分することが、明らかに合理的であると認められること。 

ウ 産業廃棄物を排出事業所内で処分を行うことが、環境保全上安全であること。 

 

（構造等に関する基準） 

第２条 処分施設の構造等の基準は、次のとおりとする。 

（１）事業用地全体 

ア 周囲には、みだりに人が立ち入らないように、高さ３メートル以上の鋼板、ブロッ

ク塀等を用い、雨風等により破損しない構造の囲いが設けられていること。ただし、

安全面等から、特に支障がないと認められる場合は、ネットフェンス等の構造とする

ことができる。 

イ 作業時間以外に人が立ち入らないように、入口等には、施錠可能な門扉等が設けら

れていること。 

ウ 入口等の見やすい場所に、産業廃棄物処分施設である旨を記載した表示板等が設け

られていること。 

エ 施設の維持管理及び産業廃棄物の搬入、搬出等に係る管理事務等を行うための管理

事務所が設置されていること。 

オ 場内排水、雨水等の浸出液を、公共用水域等に放流する場合は、必要に応じて、適

切な排水処理設備が設けられていること。 

カ 周囲には、開渠又はその他の施設が設けられ、外部からの雨水等の流入が防止され

ること。 

キ 搬入車両、重機等が、周辺道路の交通の妨げにならないように、駐車場等の待機で

きる場所が十分に確保されていること。 

ク 必要に応じて、運搬車両に付着した土砂等を洗い落とすことができる洗車設備が設

けられていること。 

ケ 周辺環境との景観の調和及び緑化への配慮がされていること。 

（２）共通基準  

処分施設の共通の基準として、原則として、次に掲げる事項のほか、規則第１２条各

号に規定する産業廃棄物処理施設の技術上の基準を遵守すること。 

ア 敷地境界からの距離を適正に確保すること。 
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イ 処分に係る設備は、建築物内に設けられていること。 

ウ 床面は産業廃棄物、汚水等の流出及び地下浸透を防止するため、コンクリート舗装

等の不透水性構造であること。 

エ 特別管理産業廃棄物（感染性産業廃棄物及び廃石綿等を除く。）の処分を行う場合は、

当該特別管理産業廃棄物を分析できることのできる設備が備えられていること。 

（３）個別基準  

産業廃棄物処分施設の個別の基準として、原則として、次に掲げる事項のほか、規則

第１２条の２各項に規定する産業廃棄物処理施設の技術上の基準を準用し、遵守するこ

と。 

ア 焼却施設 

感染性産業廃棄物の焼却施設にあっては、感染性産業廃棄物を衛生的に投入できる

設備が設けられていること。 

イ 廃酸又は廃アルカリの中和施設 

（ア）中和槽及びｐＨ調整槽には、ｐＨメーター及び記録装置が設けられていること。 

（イ）廃酸、廃アルカリの性状等を測定する機器が備え付けられていること。 

ウ 破砕（切断を含む。）施設 

（ア）破砕施設は、建屋と独立した強固な基礎に固定されていること。 

（イ）必要に応じて、建屋の壁は、防音のための措置が講じられていること。 

エ 特定有害物質を含む汚泥のコンクリート固型化施設 

（ア）固型化物中の特定有害物質を測定する機器が備え付けられていること。 

（イ）固型化工程から発生する排水を循環使用する措置が講じられていること。 

オ 溶融施設 

（ア）施設の煙突から排出されるガスにより生活環境保全上の支障をきたさないように

することができる排ガス処理設備に湿式のものが含まれる場合は、排水ろ過装置が

設けられていること。 

（イ）次の要件を備えた溶融設備が設けられていること。 

  ａ 溶融室の温度が産業廃棄物の溶融に適した温度（廃石綿等の溶融施設にあって

は、摂氏１５００度）以上の状態で産業廃棄物を溶融することができるものであ

ること。 

ｂ 溶融室の温度を速やかに産業廃棄物の溶融に適した温度（廃石綿等の溶融施設

にあっては、摂氏１５００度）以上にし、及びこれを保つために必要な加熱装置

が設けられていること。 

ｃ 溶融室の温度を管理するため、必要に応じて溶融室の温度を連続的に監視でき

る装置が設けられていること。 

ｄ 産業廃棄物の変質に十分な滞留時間が得られる溶融設備であること。 

（ウ）感染性産業廃棄物の溶融施設にあっては、感染性産業廃棄物を衛生的に投入する

ことができる設備が設けられていること。 

カ 選別施設 

（ア）混合状態の産業廃棄物を選別するために必要なトロンメル、振動ふるい、磁選機、

風力選別機等の設備が設けられていること。 

（イ）選別した産業廃棄物を処分するために必要な焼却、破砕、圧縮等の設備が設けら

れていること。 

（４）産業廃棄物の保管場所 
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ア 敷地境界からの距離を適正に確保すること。 

イ 施設の処理能力に応じ、十分な容量が確保されていること。 

ウ 自重、積載荷重その他車両等の荷重及び地震力上安全な構造であること。 

エ 床面は産業廃棄物、汚水等の流出及び地下浸透を防止するため、コンクリート舗装

等の不透水性構造であること。 

オ 保管場所は、排出事業者が特定でき、産業廃棄物管理票との整合性が図れるように

必要な措置が講じられていること。 

カ 保管場所は、車庫、資材置場等の別の用途として使用しないこと。 

キ 保管場所は、原則として、建築物内に設けられていること。ただし、適切な措置が

講じられ、騒音、振動、粉じん等について、生活環境上支障がないと認められる場合

はこの限りではない。 

ク 液状の産業廃棄物の保管施設は、産業廃棄物の流出防止のため、防油堤、レベルゲ

ージ、警告装置等の設備の設置又は対策が講じられていること。また、流出した場合、

周囲に拡散しないよう対策が講じられていること。 

ケ 保管する産業廃棄物の積み上げることのできる高さは概ね３メートル以下とする。

ただし、囲い及び容器の構造、積替え作業及び保管の安全性並びに産業廃棄物の飛散

及び流出の危険性等を考慮し、適正に保管できると認められる場合はこの限りではな

い。 

コ 可燃性の産業廃棄物を保管する場合は、消火器等の適切な消火設備が設けられてい

ること。 

サ 産業廃棄物の上に重機を乗せて作業を行うことのないよう、重機を使用する場合は、

作業するにあたって、保管場所とは別に十分な広さが確保されていること。 

 

 （維持管理基準） 

第３条 処分施設の維持管理基準は、次のとおりとする。 

（１）共通基準 

   処分施設の共通の基準として、原則として、規則第１２条の６各号に規定する産業廃

棄物処理施設の維持管理の基準を遵守すること。 

（２）個別基準 

処分施設の個別の基準として、原則として、規則第１２条の７各項に規定する産業廃

棄物処理施設の維持管理の基準を準用し、遵守すること。 

 

（管理体制） 

第４条 産業廃棄物処分施設の管理体制等の基準は、次のとおりとする。 

（１）管理体制 

ア 排出事業者と産業廃棄物の処理委託契約を締結しているかを即座に確認できる体制

が整えられていること。また、搬入量の過多等により処理能力及び保管上限を超える

ことがないよう管理体制が整えられていること。 

イ 産業廃棄物管理票の回付、写しの送付等を的確に行える体制が整えられていること。 

（２）悪臭、騒音、振動及び粉じんの防止 

  ア 有機性汚泥、動植物性残さ等腐敗性のある産業廃棄物については、悪臭等が発生し

ないような措置が講じられていること。 

イ 車両、重機等の使用については、その稼動に伴う著しい騒音、振動又は粉じんの発
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生により周囲の生活環境の保全に支障をきたさないものであること。また、必要に応

じて、車両、重機等は低騒音等の物を使用すること。 

ウ 臭気を発生するおそれのある産業廃棄物を保管する場合は、臭気の発散を防止する

ため、原則として建屋内で保管すること。なお、屋外で保管する場合は、密閉容器に

保管する等、必要な措置が講じられていること。 

エ 粉じんを発生するおそれのある産業廃棄物を保管する場合は、粉じんの飛散を防止

するため、散水栓等の散水設備を設ける等必要な措置が講じられていること。 

オ 産業廃棄物の保管、処分に関し、粉じんを発生する作業を行う場合は、粉じんの発

生を防止するため、散水等の必要な措置が講じられていること。 

（３）施設の保守点検等 

  ア 施設の機能を正常に維持するため、保守点検が適宜行われること。なお、液状の産

業廃棄物の保管施設にあっては、定期的に漏洩検査が行われること。 

イ 重機その他環境保全に係る設備等の機能点検が定期的に行われること。 

ウ 設備等に異常があった場合は、補修等の必要な措置が速やかに講じられること。 

（４）防火対策 

  ア 消火器等の消火設備は、所定の能力が発揮できるように点検整備を行い、常に十分

な管理がされていること。 

イ 可燃性の産業廃棄物を処理する場合は、火気の取扱いに十分注意し、管理できる体

制が整っていること。 

（５）事故時の措置 

ア 産業廃棄物から生じた汚水若しくは気体等が飛散し、流出し、地下に浸透し、並び

に発散したこと等により、生活環境の保全上の支障が生じ、又は生ずるおそれのある

ときは、直ちに、引き続くその支障の除去又は発生の防止のための応急の措置を講ず

ること。 

イ 関係機関への連絡体制が整えられていること。 

（６）記録及び保存 

  ア 法に規定する事項を記載した帳簿を事業用地内に設置した管理事務所に備え、１年

ごとに閉鎖し、閉鎖後５年間事業場ごとに保存すること。 

イ 施設の補修及び維持管理に関する点検及び検査の結果並びにその他必要事項を記録

し、３年間保存すること。 

（７）その他 

  ア 作業時間及び受入時間については、周辺の状況に応じ、生活環境の保全上の支障を

きたさないよう配慮すること。 

イ 車両等の出入りについては、周辺の道路事情を十分に考慮し、交通安全の確保を図られ

ていること。
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（別紙３） 

施設全体の掲示板に関する基準 

 
１ 積替え保管施設の掲示板 

（１）施設の入口等の見やすい場所に表示すること。 

（２）材質は、耐水性のもので十分な強度を有すること。 

（３）下地は白色、文字は原則として緑色とすること。 

（４）次の表の項目を記載すること。 

（ 特 別 管 理 ） 産 業 廃 棄 物 の 積 替 え ・ 保 管 施 設 

業 者 名 川崎 株式会社 

業 者 住 所 川崎市川崎区宮本町１番地 

施 設 住 所 川崎市川崎区浮島町○○番地 

施 設 責 任 者 名 川崎 二郎      電話（ ）－ＸＸＸ－ＹＹＺＺ 

許 可 番 号 川崎市許可 第○○○○○○○○○○○号 

許可の有効期限 平成  年 月 日 から 平成  年  月 日まで 

積替えのための保管上限 55.5   

積み上げることができる高さ 3.5 m 

積替え保管できる  

（ 特 別 管 理 ） 廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず、がれき類 

産業廃棄物の種類  

 

２ 処分施設の掲示板 

（１）材質は、耐水性のもので十分な強度を有するものとすること。 

（２）下地は白色、文字は原則として、緑色とすること。 

（３）施設の入口等の見やすい場所に取付けること。 

（４）次の表の項目を記載すること。 

（ 特 別 管 理 ） 産 業 廃 棄 物 の 中 間 処 理 場 所 

業者名 川崎 株式会社 
業者住所 川崎市川崎区宮本町１番地 
施設住所 川崎市川崎区浮島町○○番地 
施設責任者名 川崎 二郎    電話（ ）－ＸＸＸ－ＹＹＺＺ 
許可番号 川崎市許可 第○○○○○○○○○○○号 
許可の有効期限 平成  年  月  日から平成  年  月  日 
処理方法、最大処理能力 破砕 2 t／日 
産業廃棄物の種類     金属くず 

 
* 
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川崎市産業廃棄物処理業に係る事務取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。）及

び川崎市産業廃棄物処理業に係る行政指導指針（以下「指針」という。）に基づく産業廃

棄物処理業の許可等に関連する事務処理に関し、一般的な事項を定めることにより、事務

の円滑な運用を図ることを目的とする。 
 

（用語の定義） 

第２条 この要領における用語の意義は、指針第２条の各号に定めるほか、次の各号に定め

るところによる。 

（１）政令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）をい

う。 

（２）細則 川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び浄化槽法施行細則（平成５年川

崎市規則第２８号）をいう。 

 
（事前協議） 

第３条 指針第６条の規定による要領で定める事前協議申請書及び添付書類（以下「事前協

議申込書等」という。）は、次のとおりとする。 

（１）積替え又は保管を含む産業廃棄物収集運搬業 別紙１に掲げる書類 

（２）産業廃棄物処分業 別紙２に掲げる書類 

２ 市長は、事前協議申込書等の提出があったときは、速やかに内容の確認を行い、書面で

提出された事前協議申込書等については、その写し１部を返却するものとする。 

３ 市長は、事前協議の結果、次の手続きを進めるに支障がないと認める場合は、事前協議

者にその旨通知するものとする。 

４ 事前協議申込書等の決裁は、課長専決とする。 

 

（事業計画） 
第４条 指針第８条の規定による要領で定める事業計画書及び添付書類等（以下「事業計画

書等」という。）は、次のとおりとする。 

（１） 積替え又は保管を含む産業廃棄物収集運搬業  

ア 指針第８条第１項第１号及び第３号に該当する積替え保管業者等 別紙３に掲げる

書類 

イ 指針第８条第１項第２号に該当する積替え保管業者等 別紙３に掲げる書類（当該

変更に係るものに限る。） 

（２） 産業廃棄物処分業  

ア 指針第８条第１項第１号及び第３号に該当する処分業者等 別紙４に掲げる書類 

イ 指針第８条第１項第２号に該当する処分業者等 別紙４に掲げる書類（当該変更に
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係るものに限る。） 

 

２ 市長は、事業計画書等の提出があったときは、速やかに内容の確認を行い、書面で提出

された事業計画書等については、その写し１部を返却するものとする。 

３ 市長は、事業計画が許可申請等の手続きを進めるに支障がないと認める場合は、事業計

画者にその旨通知するものとする。 

４ 事業計画書等の決裁は、課長専決とする。 

 

（事業計画周知計画書）  
第５条 指針第１０条第２項の規定による要領で定める事業計画周知計画書及び添付書類

（以下「事業計画周知計画書等」という。）は、別紙５のとおりとする。 

２ 市長は、事業計画周知計画書等の提出があったときは、速やかに内容の確認を行い、書

面で提出された事業計画周知計画書等については、その写し１部を返却するものとする。 

３ 事業計画周知計画書等の決裁は、課長専決とする。 

 

（事業計画周知報告書）  
第６条 指針第１０条第５項の規定による要領で定める事業計画周知報告書及び添付書類

（以下「事業計画周知報告書等」という。）は、別紙６のとおりとする。 

２ 市長は、事業計画周知報告書等の提出があったときは、速やかに内容の確認を行い、書

面で提出された事業計画周知報告書等については、その写し１部を返却するものとする。 

３ 事業計画周知報告書等の決裁は、課長専決とする。 

 

（産業廃棄物処理業の許可申請） 

第７条 産業廃棄物処理業許可に係る申請様式及び必要な添付書類（以下「許可申請書等」

とする。）は表１のとおりとする。ただし、第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項

及び第６条第１項の添付書類と同一のものは、市長が認めた場合に限り省略することがで

きる。 
 

表１ 許可申請様式 

区分 許可申請様式 添付書類 
産業廃棄物収集運搬

業 
新規許可 産業廃棄物収集運搬業許可申請書（規

則様式第６号） 

個人の場合は 
別紙７ 
 
法人の場合は 
別紙８ 

更新許可 

変更許可 
産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可

申請書 （規則様式第１０号） 

特別管理産業廃棄物

収集運搬業 
新規許可 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申

請書 （規則様式第１２号） 更新許可 
変更許可 特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲 
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変更許可申請書（規則様式第１６号） 
産業廃棄物処分業 新規許可 産業廃棄物処分業許可申請書（規則様

式第８号） 

個人の場合は 
別紙９ 
 
法人の場合は 
別紙１０ 

更新許可 
変更許可 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可 

申請書（規則様式第１０号） 

特別管理産業廃棄物

処分業 
新規許可 特別管理産業廃棄物処分業許可申請書

（規則様式第１４号） 更新許可 
変更許可 特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲 

変更許可申請書（規則様式第１６号） 

 

２ 市長は、許可申請書等が書面で提出されたとき、その写しを１部返却する。 

３ 市長は、指針第１２条第１項の申請の形式上の要件の適合により、許可申請書等が適切

なものと認められるときは、書面で提出された場合はその写しを返却するとともに、川崎

市手数料条例（昭和２５年川崎市条例第６号）で定める手数料を納付書により本市の指定

金融機関へ申請者に納付させるものとする。 

 

（審査会の設置等） 

第８条 産業廃棄物処理業の申請に対する許可に関する総合的な審査を行うため、「産業廃棄

物処理業審査会」（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会の構成員は、次のとおりとする。 

（１）委員長は、廃棄物指導課長とする。 

（２）副委員長は、処理業許可係長とする。 

（３）委員は、処理業許可係担当者とする。 

（４）その他委員長が認めるものとする。 

３ 審査会は、原則として申請を受理した翌月に１回開催する。 

 

 （許可処分） 

第９条 産業廃棄物処理業の許可の決裁は、次のとおりとする。 

（１）新規許可については、局長専決とする。 

（２）更新許可及び変更許可については、部長専決とする。 

 
 （不許可処分） 
第１０条 産業廃棄物処理業の不許可の決裁は、局長専決とする。 

２ 産業廃棄物処理業の不許可処分を行ったときは、産業廃棄物処理業不許可通知（要領様

式第１号）により申請者あて通知する。 

 

 （産業廃棄物処理業の変更届出書等） 
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第１１条 産業廃棄物処理業の変更届、廃止届又は欠格要件該当届に係る届出様式及び必要

な添付書類（以下「変更届出書等」という。）は、表２のとおりとする。 

表２ 届出様式 

区分 届出様式 添付書類 

産業廃棄物処理業 変更届 産業廃棄物処理業廃止・変更届出書（規

則様式第１１号） 

別表１ 

廃止届 

別表２ 欠格要件該

当届 

産業廃棄物処理業者等の欠格要件に係

る届出書（細則第６号様式の３） 

特別管理産業廃棄

物処理業 

変更届 特別管理産業廃棄物処理業廃止・変更

届出書 （規則様式第１７号） 

別表１ 

廃止届 

別表２ 欠格要件該

当届 

産業廃棄物処理業者等の欠格要件に

係る届出書（細則第６号様式の３） 

 

２ 市長は、変更届出書等が書面で提出されたとき、その写しを１部返却する。 

３ 市長は、許可証の書換えを要する変更届があったとき又は廃止届のうち、事業の一部を

廃止する廃止届があったときは、課長専決の決裁を受けた後、速やかに許可証の交付をす

るものとする。 

 

（許可証の再交付申請） 

第１２条 産業廃棄物処理業の許可証の再交付申請に係る様式及び必要な添付書類は（以下、

「再交付申請書等」という。）、表３のとおりとする。 

表３ 再交付申請様式 

再交付申請様式 添付書類 

許可証等再交付申請書

（細則様式第７号）

（注） 

（１）申請者が法人の場合は、法人の登記事項証明書 

（２）申請者が個人の場合は、住民票の写し（本籍の記載のあるも

のに限る（外国人にあっては住民基本台帳法に規定する国籍等

の記載のあるものに限る。）。） 

（３）印鑑証明書 

注：当該申請書に押印する印の印影は、印鑑証明書の印影と同一のものとする。 

２ 市長は、再交付申請書等が書面で提出されたとき、その写しを１部返却する。 

３ 市長は、指針第１２条第１項の申請の形式上の要件の適合により、再交付申請書等が適

切なものと認められるときは、書面で提出された場合はその写しを返却するとともに、川

崎市手数料条例（昭和２５年川崎市条例第６号）で定める手数料を納付書により本市の指

定金融機関へ申請者に納付させるものとする。 

４ 許可証の再交付に係る決裁は、課長専決とする。 
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附 則 

 

（施行期日） 

第１条 この要領は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

（旧要領等の廃止） 

第２条 産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理業に係る事務取扱要綱、産業廃棄物及び

特別管理産業廃棄物の処理業に係る事務取扱要領（収集運搬業）及び産業廃棄物及び特別

管理産業廃棄物の処理業に係る事務取扱要領（処分業）は、廃止する。 

 

（経過措置） 

第３条 この要領の施行前に、既に市長に対し事前協議を開始している者、事業計画書の提

出した者又は提出を指示された者並びに許可の申請、届出等を行ったものは従前の例によ

る。 

 

附 則 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成２８年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、令和元年１２月１４日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、令和６年１２月１日から施行する。 
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（別紙１）積替え又は保管を含む産業廃棄物収集運搬業の事前協議に必要な書類 

 

積替え又は保管を含む産業廃棄物収集運搬業の事前協議に必要な書類は次のとおりとする。 

１ 事前協議申込書（要領様式第２号） 

２ 事業計画地の周辺地図 

３ 事業計画全体のフローシート 

４ 事業計画地内の配置図 

５ その他市長が必要と認める書類 

 

 

（別紙２）産業廃棄物処分業の事前協議に必要な書類 

 

産業廃棄物処分業の事前協議に必要な書類は次のとおりとする。 

１ 事前協議申込書（要領様式第３号） 

２ 事業計画地の周辺地図 

３ 事業計画全体のフローシート 

４ 事業計画地内の配置図 
５ 産業廃棄物の処理工程フローシート 

６ その他市長が必要と認める書類 
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（別紙３）積替え又は保管を含む産業廃棄物収集運搬業の事業計画の確認に必要な書類 

 

積替え又は保管を含む産業廃棄物収集運搬業の事業計画の審査に必要な書類は次のとおり

とする。 

１ 事業計画書（要領様式第４号） 

２ 事業計画全体の概要及び事業を行うにあたっての背景・経緯を記載した書類 

３ 次の内容を記載したフローシート 

（１）主な排出事業者の氏名又は名称及び所在地 

（２）当該事業計画における全ての産業廃棄物収集運搬業者の氏名又は名称及び運搬区間 

（３）産業廃棄物処分業者の氏名又は名称及び所在地 

（４）産業廃棄物の種類ごとの保管日数並びに搬入及び搬出の能力 

４ 次の産業廃棄物処理業許可証の写し 

（１）当該事業計画における全ての産業廃棄物収集運搬業者の産業廃棄物収集運搬業許可証

の写し（積卸しを行う区域に限る。）   

（２）排出事業者及び処分先が産業廃棄物処分業の許可を有している場合は、当該産業廃棄

物処分業許可証の写し 

５ 事業計画用地の公図、使用権原を証する書類（申請者の所有地にあっては、土地の登記

事項証明書、他者の所有地にあっては、賃貸借契約書、使用承諾書等の使用権原を確認で

きる書類の写し。以下、別紙７ １（４）エ及びコ並びに別紙８ １（６）エ及びコにお

いて同じ。）及び面積計算書等 

６ 積替え及び保管場所の平面図､立面図、断面図、構造図等、積替え及び保管面積、保管容

量及び積み上げることのできる高さの計算書 

７ 次の内容を記載した作業マニュアル 

（１）産業廃棄物の搬入・保管・搬出手順 

（２）受入時間及び作業時間 

（３）作業時の安全管理の方法 

（４）搬入時の産業廃棄物の種類・性状等の確認方法 

（５）作業中の産業廃棄物が飛散、流出等を防止する措置 

（６）騒音、振動、悪臭等の発生を防止する措置 

８ 次の内容を記載した管理マニュアル 

（１）産業廃棄物の受入基準 

（２）施設の維持管理（日常及び定期点検）の方法 

（３）公害防止設備の維持管理の方法 

（４）産業廃棄物管理票及び帳簿の管理方法等 

９ 設備・管理体制及び公害防止対策に関しては、設備の構造図等 

10 搬出経路図及び付近の見取図 

11 緊急時の連絡体制図 

12 その他市長が必要と認めた書類 
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（別紙４）産業廃棄物処分業の事業計画の確認に必要な書類 

 

産業廃棄物処分業の事業計画の確認に必要な書類は次のとおりとする。 

１ 事業計画書（要領様式第５号） 

２ 事業計画全体の概要及び事業を行うにあたっての背景・経緯を記載した書類 

３ 次の内容を記載したフローシート 

（１）主な排出事業者及び処分先の氏名又は名称、所在地 

（２）産業廃棄物の種類ごと及び処分方法ごとの受入量及び処理能力 

（３）処理後の産業廃棄物ごとの数量及び処分先の氏名又は名称、所在地（売却先含む。） 

４ 事業計画用地の公図、土地の登記事項証明書、使用権原を証する書類（賃貸借契約書、

使用承諾書等の使用権原を確認できる書類の写しをいい、他社の所有地の場合に限る。以

下、別紙９ １（５）オ及び別紙１０ １（７）オにおいて同じ。）及び面積計算書等 

５ 事業計画用地内の配置図及び処理工程フローシート 

６ 中間処理施設の一覧表及び平面図､立面図、断面図、構造図及び処理能力計算書 

７ 受入及び処理後の産業廃棄物保管場所の一覧表及び平面図､立面図、断面図、構造図及び

保管容量計算書 

８ 次の内容を記載した作業マニュアル 

（１）産業廃棄物の搬入・保管・搬出手順 

（２）受入時間及び作業時間 

（３）作業時の安全管理の方法 

（４）搬入時の産業廃棄物の種類・性状等の確認方法 

（５）作業中の産業廃棄物が飛散、流出等を防止する措置 

（６）騒音、振動、悪臭等の発生を防止する措置 

９ 次の内容を記載した管理マニュアル 

（１）産業廃棄物の受入基準 

（２）施設の維持管理（日常及び定期点検）の方法 

（３）公害防止設備の維持管理の方法 

（４）産業廃棄物管理票及び帳簿の管理方法等 

（５）消火器等の消火設備の場所を示した図面 

10 設備・管理体制及び環境保全措置に記載された設備の一覧及び構造図 

11 搬入搬出経路図及び付近の見取図 

12 緊急時の連絡体制図 

13 関係法令の許可証、届出書等の写し等 

14 表示板の内容を記載した書類 

15 その他市長が必要と認めた書類 
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（別紙５）周辺住民等へ事業計画の周知を行う場合に市長に提出する書類 

 

周辺住民等へ事業計画の周知を行う場合に市長に提出する書類は次のとおりとする。 

１ 事業計画周知計画書（要領様式第６号） 

２ 周知を図る区域の範囲が分かる見取図 

３ 周辺住民等へ配布を予定している資料 
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（別紙６）周辺住民等へ事業計画の周知を行った場合に市長に提出する書類 

 

周辺住民等へ事業計画の周知を行った場合に市長に提出する書類は次のとおりとする。 

１ 事業計画周知報告書（要領様式第７号） 

２ 周辺住民等へ配布した資料 

３ 周辺住民等から提出された意見の内容及びその対策を記載した書類 
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（別紙７）産業廃棄物収集運搬業の許可申請に必要な添付書類（申請者が個人の場合） 

 

１ 産業廃棄物収集運搬業の許可申請に必要な書類は次のとおりとする。 

（１）申請者（申請者が未成年の場合は法定代理人（法定代理人が法人である場合において

は、その役員を含む）を含む。次号において同じ。）及び政令第４条の７で定める使用人

（以下「政令使用人」という。）の住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものとし、

外国人にあっては住民基本台帳法に規定する国籍等の記載のあるものに限るものとす

る。）、法定代理人が法人である場合には、その登記事項証明書 

（２）申請者及び政令使用人が法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係る

ものに限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類 

（３）公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが実施した「産業廃棄物又は特別管理

産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会」収集運搬課程の修了証 

（４）事業計画の概要を記載した書類並びに事業の用に供する施設の構造等を明らかにする

構造図及び施設の所有権を有する又は使用する権限を有することを証する書類（イから

エは運搬に車両を用いる場合、オからケは運搬に船舶を用いる場合に限る。） 
ア 事業計画の概要等（規則様式第六号の二 第１面から第１０面） 

イ 自動車車検証の写し 
ウ 運搬車両の使用権原が自動車検査証により確認できない場合は、賃貸契約書又は使

用承諾書等の使用権原を確認できる書類 
エ 運搬車両の車庫の使用権原を確認できる書類 

オ 船舶一覧表（要領様式第１２号、運搬に船舶を用いる場合） 

カ 船舶国籍証書の写し 
キ 船舶検査証書の写し 
ク 船舶の写真（要領様式第１４号） 
ケ 傭船契約書の写し（自社船の場合は除く。） 
コ 積替え又は保管施設がある場合は、事業用地の土地の公図及び使用権原を確認でき

る書類 

（５）直前３年間の個人事業者として申告した所得税の確定申告書第１面及び第２面の写し

（直前３年間、個人事業者として事業を行っていない者は、税務署等に提出した個人事

業開始届等の写しがある場合に限り、事業を開始した年以後ものとする。以下（６）及

び（７）において同じ。） 

（６）直前３年間の収支内訳書又は青色申告決算書の写し 

（７）直前３年間の個人事業者としての所得税の納税証明書 

（８）収支計画書及び営業計画書（要領様式第１９号） 

（９）本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

（10）当該許可申請の川崎市産業廃棄物収集運搬業許可証の写し（更新許可申請の場合） 

（11）他の都道府県及び政令第２７条で定める市（以下「政令市」という。）で当該許可申請

と同一の許可を有している場合は、その許可証のうち、そのいずれかの写し（新規許可
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申請の場合） 

（12）その他市長が必要と認める書類 

２ 変更許可申請及び更新許可申請の場合には、次表のとおり、許可申請時に添付書類を省

略することができる。 

ただし、変更許可申請の場合で、新たに許可を受けようとする産業廃棄物（特別管理産

業廃棄物を含む。）のみで使用する運搬車両及び運搬容器の写真はこの限りではない。 

許可申請の種類 省略することのできる添付書類 

変更許可申請及

び更新許可申請 

・運搬車両の写真（規則様式第六号の二 第６面） 
・船舶の写真（要領様式第１４号） 
・運搬車両の車庫の使用権原を確認できる書類 
・運搬容器の写真（規則様式第六号の二 第７面） 

３ 規則９条の２第３項（特別産業廃棄物収集運搬業で準用する場合を含む。）の規定により

基準適合となった者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令で定める優良基準の適

合認定等に係る事務処理要綱」の規定により、添付書類の一部を省略することができる。 

４ 添付書類の有効期限は、申請日を基準とし、次表のとおりとする。 

添 付 書 類 名 有効期限 

住民票の写し 

法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係るも

のに限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認め

られる書類 

発行日から 

３ケ月以内 

土地の登記事項証明書 発行日から 

６ケ月以内 
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（別紙８）産業廃棄物収集運搬業の許可申請に必要な添付書類（申請者が法人の場合） 

 

１ 産業廃棄物収集運搬業の許可申請に必要な書類は次のとおりとする。 

（１）申請法人の定款又は寄附行為 

（２）申請法人の登記事項証明書 

（３）申請書第２面及び第３面に記載した者（「記載した役員等」という。以下同じ。）が個

人である場合は、住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあっ

ては住民基本台帳法に規定する国籍等の記載のあるものに限るものとする。）、法人であ

る場合は、法人の登記事項証明書 

（４）記載した役員等が法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係るものに

限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類 

（５）公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが実施した「産業廃棄物又は特別管理

産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会」収集運搬課程の修了証 

（６）事業計画の概要を記載した書類並びに事業の用に供する施設の構造等を明らかにする

構造図及び施設の所有権を有する又は使用する権原を有することを証する書類（イから

オは運搬に車両を用いる場合、カからケは運搬に船舶を用いる場合に限る。） 
ア 事業計画の概要等（規則様式第六号の二 第１面から第１０面（ただし、第９面は

除く。）） 
イ 自動車検査証の写し 

ウ 運搬車両の使用権原が自動車検査証により確認できない場合は、賃貸契約書又は使

用承諾書等の使用権原を確認できる書類 

エ 運搬車両の車庫の使用権原を確認できる書類 

オ 船舶一覧表（要領様式第１２号、運搬に船舶を用いる場合） 

カ 船舶国籍証書の写し 
キ 船舶検査証書の写し 
ク 船舶の写真（要領様式第１４号） 
ケ 傭船契約書の写し（自社船の場合は除く。） 
コ 積替え又は保管施設がある場合は、事業用地の土地の公図及び使用権原を確認でき

る書類 

（７）直前３年間の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表 

（８）直前３年間の法人税の確定申告書別表１及び別表４の写し 

（９）直前３年間の法人税の納税証明書 

（10）収支計画書及び営業計画書（直前３年分の法人税の納税額が１期でもない場合）（要領

様式第１９号） 

（11）本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

（12）当該許可申請の川崎市産業廃棄物収集運搬業許可証の写し（更新許可申請の場合） 

（13）他の都道府県及び政令市で当該許可申請と同一の許可を有している場合は、その許可

証のうち、そのいずれかの写し（新規許可申請の場合） 
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（14）その他市長が必要と認める書類 

 

２ 変更許可申請及び更新許可申請の場合には、次表のとおり、許可申請時に添付書類を省

略することができる。 

ただし、変更許可申請の場合で、新たに許可を受けようとする産業廃棄物（特別管理産

業廃棄物を含む。）のみで使用する運搬車両及び運搬容器の写真はこの限りではない。 

許可申請の種類 省略することのできる添付書類 

変更許可申請及

び更新許可申請 

・運搬車両の写真（規則様式第六号の二 第６面） 
・船舶の写真（要領様式第１４号） 
・運搬車両の車庫の使用権原を確認できる書類 
・運搬容器の写真（規則様式第六号の二 第７面） 

 

３ 規則９条の２第３項（特別産業廃棄物収集運搬業で準用する場合を含む。）の規定により

基準適合となった者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令で定める優良基準の適

合認定等に係る事務処理要綱」の規定により、添付書類の一部を省略することができる。 

 

４ 添付書類の有効期限は、申請日を基準日とし、次表のとおりとする。 

添 付 書 類 名 有効期限 

住民票の写し 

法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係るも

のに限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認め

られる書類 

発行日から 

３ケ月以内 

土地の登記事項証明書 発行日から 

６ケ月以内 
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（別紙９）産業廃棄物処分業の許可申請に必要な添付書類（申請者が個人の場合） 

 

１ 産業廃棄物処分業の許可申請に必要な書類は次のとおりとする。 

（１）申請者（申請者が未成年の場合は法定代理人（法定代理人が法人である場合において

は、その役員を含む）を含む。次号において同じ。）及び政令使用人の住民票の写し（本

籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあっては住民基本台帳法に規定する国籍

等の記載のあるものに限るものとする。）、法定代理人が法人である場合には、その登記

事項証明書 

（２）申請者及び政令使用人が法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係る

ものに限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類 
（３）公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが実施した「産業廃棄物又は特別管理

産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会」処分課程の修了証 

（４）事業計画の概要を記載した書類 

ア 事業計画概要書（要領様式第２２号）（産業廃棄物処分業に限る。） 

イ 事業計画概要書（要領様式第２３号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

ウ 処理概要（要領様式第２４号） 

エ 従業員数（要領様式第１０号） 

（５）事業の用に供する施設の構造等を明らかにする構造図及び施設の所有権を有する又は

使用する権原を有することを証する書類 

ア 使用機材一覧表（要領様式第２５号） 

イ 使用機材の写真（要領様式第２６号） 

ウ 使用機材を賃借している場合は、賃貸契約書又は使用承諾書等の使用権原を確認で

きる書類 

エ 事業用地の土地の公図及び登記事項証明書 

オ 事業用地の使用権原を確認できる書類 

カ 処理施設の案内図（要領様式第２７号） 

キ 処分後の産業廃棄物の処理方法（要領様式第２８号） 

ク 施設の表示板及び保管場所の掲示板の記載を例示した書類 

ケ その他市長が特に必要と認める書類 

（６）特別管理産業廃棄物の性状の分析に関する書類 

ア 分析設備一覧表（要領様式第２９号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

イ 分析設備の写真（要領様式第３０号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

ウ 分析を行う者の資格証明（要領様式第３１号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

（７）事業開始資金及び調達方法（要領様式第１７号） 

（８）資産調書（要領様式第１８号） 

（９）直前３年間の個人事業者として申告した所得税の確定申告書第１面及び第２面の写し

（直前３年間、個人事業者として事業を行っていない者は、税務署等に提出した個人事

業開始届等の写しがある場合に限り、事業を開始した年以後ものとする。以下（10）及
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び（11）において同じ。） 

（10）直前３年間の収支内訳書又は青色申告決算書の写し 

（11）直前３年間の個人事業者としての所得税の納税証明書 

（12）収支計画書及び営業計画書（要領様式第１９号） 

（13）本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

（14）当該許可申請の川崎市産業廃棄物処分業許可証の写し（変更許可及び更新許可申請の

場合に限る。） 

（15）他の都道府県及び政令市で当該許可申請と同一の許可を有している場合は、その許可

証のうち、そのいずれかの写し（新規許可申請の場合に限る。） 

（16）誓約書（要領様式第２１号） 

（17） その他市長が必要と認める書類 

 

２ 規則１０条の４第３項（特別管理産業廃棄物処分業で準用する場合を含む。）に規定によ

り基準適合となった者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令で定める優良基準の

適合認定等に係る事務処理要綱」の規定により、添付書類の一部を省略することができる。 

 

３ 添付書類の有効期限は、申請日を基準とし、次表のとおりとする。 

添 付 書 類 名 有効期限 

住民票の写し 

法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係るも

のに限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認め

られる書類 

発行日から 

３ケ月以内 

土地の登記事項証明書 発行日から 

６ケ月以内 
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（別紙１０）産業廃棄物処分業の許可申請に必要な添付書類（申請者が法人の場合） 

 

１ 産業廃棄物処分業の許可申請に必要な書類は次のとおりとする。 

（１）申請法人の定款又は寄付行為 

（２）申請法人の登記事項証明書 

（３）申請書第２面及び第３面に記載した者（「記載した役員等」という。以下同じ。）が個

人である場合は、住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあっ

ては住民基本台帳法に規定する国籍等の記載のあるものに限るものとする。）、法人であ

る場合は、法人の登記事項証明書 

（４）記載した役員等が個人である場合は、法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第

４号イに係るものに限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書

類 

（５）公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが実施した「産業廃棄物又は特別管理

産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会」処分課程の修了証 

（６）事業計画の概要を記載した書類 

ア 事業計画概要書（要領様式第２２号）（産業廃棄物処分業に限る。） 

イ 事業計画概要書（要領様式第２３号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

ウ 処理概要（要領様式第２４号） 

エ 従業員数（要領様式第１０号） 

（７）事業の用に供する施設の構造等を明らかにする構造図及び施設の所有権を有する又は

使用する権原を有することを証する書類 

ア 使用機材一覧表（要領様式第２５号） 

イ 使用機材の写真（要領様式第２６号） 

ウ 使用機材を賃借している場合は、賃貸契約書又は使用承諾書等の使用権原を確認で

きる書類 

エ 事業用地の土地の公図及び登記事項証明書 

オ 事業用地の使用権原を確認できる書類 

カ 処理施設の案内図（要領様式第２７号） 

キ 処分後の産業廃棄物の処理方法（要領様式第２８号） 

ク 施設の表示板及び保管場所の掲示板の記載を例示した書類 

ケ その他市長が特に必要と認める書類 

（８）特別管理産業廃棄物の性状の分析に関する書類 

ア 分析設備一覧表（要領様式第２９号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

イ 分析設備の写真（要領様式第３０号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

ウ 分析を行う者の資格証明（要領様式第３１号）（特別管理産業廃棄物処分業に限る。） 

（９）事業開始資金及び調達方法（要領様式第１７号） 

（10）直前３年間の貸借対照表及び損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表 

（11）直前３年間の法人税の確定申告書別表１及び別表４の写し 
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（12）直前３年間の法人税の納税証明書 

（13）収支計画書及び営業計画書（直前３年分の法人税の納税額が１期でもない場合）（要領

様式第１９号） 

（14）本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第２０号） 

（15）当該許可申請の川崎市産業廃棄物処分業許可証の写し（変更許可及び更新許可申請の

場合に限る。） 

（16）他の都道府県及び政令市で当該許可申請と同一の許可を有している場合は、その許可

証のうち、そのいずれかの写し（新規許可申請の場合に限る。） 

（17）誓約書（要領様式第２１号） 

（18）その他市長が必要と認める書類 

 

２ 規則１０条の４第３項（特別管理産業廃棄物処分業で準用する場合を含む。）に規定によ

り基準適合となった者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令で定める優良基準の

適合認定等に係る事務処理要綱」の規定により、添付書類の一部を省略することができる。 

 

３ 添付書類の有効期限は、申請日を基準日とし、次表のとおりとする。 

添 付 書 類 名 有効期限 

住民票の写し 

法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係るも

のに限る。）に該当しないかどうかを審査するために必要と認め

られる書類 

発行日から 

３ケ月以内 

土地の登記事項証明書 発行日から 

６ケ月以内 
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（別表１） 産業廃棄物処理業変更届出書添付書類 

変更事項 添付書類 

１ 個人の氏名 (1) 住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものと

し、外国人にあっては住民基本台帳法に規定する国籍

等の記載のあるものに限る。以下本表中において同

じ。） 

(2) 法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号

イに係るものに限る。）に該当しないかどうかを審査

するために必要と認められる書類 

(3) 誓約書（要領様式第２１号） 

(4) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

２ 個人の住所 (1) 住民票の写し（移転でない場合は、住居表示証明等

の従前住所及び現住所が確認できる証明書） 

(2) 本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第

２０号） 

(3) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

３ 法人の名称 (1) 定款又は寄付行為 

(2) 登記事項証明書（名称を変更したことが確認できる

ものに限る。） 

(3) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

４ 法人の本店住所 (1) 登記事項証明書（移転でない場合は、登記事項証明

書又は住居表示証明等の従前住所及び現住所が確認

できる証明書） 

(2) 本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第

２０号） 

(3) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

５ 事業所及び事業場の

所在地 

(1) 本社、主たる事務所、事業場の案内図（要領様式第

２０号） 

(2) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

６ 法人の役員及び政令

使用人 

 

 

 

(1) 登記事項証明書（就任、退任日等が確認できるもの

に限る。） 

(2) 登記事項証明書に記載のない者については、就任又

は退任の記載のある議事録の写し等 

(3) 政令使用人については、組織図 

(4) 住民票の写し（従前から引き続きの者は除く。） 

(5) 法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号

イに係るものに限る。）に該当しないかどうかを審査
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するために必要と認められる書類（従前から引き続き

役員の者は除く。） 
(6) 誓約書（要領様式第２１号）（従前から引き続きの者

は除く。） 

(7) 役員新旧一覧表（要領様式第３２号） 

(8) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

７ 発行済株式総額の百

分の五以上の株式を有

する株主又は出資額の

百分の五以上の額に相

当する出資者 

(1) 個人の場合は住民票の写し、法人の場合は登記事項

証明書 

(2) 法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号

イに係るものに限る。）に該当しないかどうかを審査

するために必要と認められる書類 

(3) 誓約書（要領様式第２１号） 

(4) 株主・出資者一覧表（要領様式第３３号）  

(5) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

８ 法定代理人（法定代

理人が個人である場合） 

 

(1) 住民票の写し 

(2) 法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号

イに係るものに限る。）に該当しないかどうかを審査

するために必要と認められる書類 

(3) 誓約書（要領様式第２１号） 

(4) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

９ 法定代理人（法定代

理人が法人の場合） 

(1) 登記事項証明書 

(2) 誓約書（要領様式第２１号） 

(3) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

１０ 法定代理人の役員

（法定代理人が法人の場

合） 

(1) 登記事項証明書 

(2) 住民票の写し 

(3) 法第１４条第５項第２号イ（法第７条第５項第４号

イに係るものに限る。）に該当しないかどうかを審査

するために必要と認められる書類 

(4) 誓約書（要領様式第２１号） 

(5) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 
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事 

業 

の 

用 

に 

供 

す 

る 

施 

設 

１１ 運搬車両 (1) 運搬車両一覧表（要領様式第１１号） 

(2) 自動車検査証の写し（新たに届出する車両に限る。） 

(3) 車両の写真（要領様式第１４号）（新たに届出する車

両に限る。） 

(4) 自動車検査証で使用権原が確認できない車両につい

ては、使用権原を証する書類（新たに届出する車両に

限る。） 

(5) 当該産業廃棄物収集運搬業の許可証の写し 

１２ 運搬船舶 (1) 船舶一覧表（要領様式第１２号） 

(2) 船舶国籍証書の写し（新たに届出する船舶に限る。） 

(3) 船舶検査証書の写し（新たに届出する船舶に限る。） 

(4) 船舶の写真（要領様式第１４号）（新たに届出する船

舶に限る。） 

(5) 傭船契約書の写し（自社船の場合は除く。）  

(6) 当該産業廃棄物収集運搬業の許可証の写し 

１３ 駐車施設 (1) 車庫の案内図及び配置図（要領様式第１５号） 

(2) 自らの所有地の場合は、土地の登記事項証明書。そ

れ以外の場合は賃貸借契約書の写し等使用権原が確

認できる書類 

(3) 当該産業廃棄物収集運搬業の許可証の写し 

１４ 上記以外

の事業の用に

供する施設 

(1) 事業用地内の配置図 

(2) 変更した施設の構造を明らかにする平面図、立面図、

断面図、構造図及び設計計算書等 

(3) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

（別表２）産業廃棄物処理業廃止届及び欠格要件該当届添付書類 

届出事項 添付書類 

１ 廃止届 (1) 当該産業廃棄物処理業の許可証 

２ 欠格要件該当届出 (1) 当該産業廃棄物処理業の許可証の写し 

廃止しようとする業の許可証を亡失（文字が判読できない程度に損傷し、又は、汚損した

場合を含む。）した場合は、当該許可証に代えて、届出者が個人の場合は住民票の写し及び印

鑑証明書、法人の場合は登記事項証明書及び印鑑証明書をもって代えることが出来る。 
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様式集（処分業に係るもののみ掲載） 
 

○法定様式（申請書、届出書） 

産業廃棄物処分業許可申請書（様式第八号） ・・・・・・・・・・・・・54 

特別管理産業廃棄物処分業許可申請書（様式第十四号）・・・・・・・・・57 

産業廃棄物処分業の事業範囲変更許可申請書（様式第十号）・・・・・・・60 

特別管理産業廃棄物処分業の事業範囲変更許可申請書（様式第十六号）・・63 

産業廃棄物処理業変更・廃止届出書（様式第十一号）・・・・・・・・・・66 

特別管理産業廃棄物処理業変更・廃止届出書（様式第十七号）・・・・・・67 

 

○条例様式 

産業廃棄物処理業者等の欠格要件に係る届出書（細則第６号様式の３）・・68 

許可証等再交付申請書（細則第７号様式）・・・・・・・・・・・・・・・69 

 

○要領様式（事前協議、事業計画関係） 

（特別管理）産業廃棄物処分業事前協議申込書（要領様式第３号）・・・・60 

産業廃棄物処分業事業計画書（要領様式第５号）・・・・・・・・・・・・72 

事業計画周知計画書（要領様式第６号）・・・・・・・・・・・・・・・74  

事業計画周知報告書（要領様式第７号）・・・・・・・・・・・・・・・・75 

 

○要領様式等（許可申請、届出関係） 

産業廃棄物処分業許可申請書類・添付書類のチェックリスト・・・・・・・76 

特別管理産業廃棄物処分業許可申請書類・添付書類のチェックリスト・・・77 

その他の様式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・78～95                     
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様式第八号(第十条の四関係) 

(第1面) 

産業廃棄物処分業許可申請書 

  年  月  日 

（あて先） 川崎市長 

  

申請者                   

住 所                  

氏 名                  

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第6項の規定により、産業廃棄物処分業の許
可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

事業の範囲(処分の方法ごとに区分し
て取り扱う産業廃棄物の種類（当該産
業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀
使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばい
じん等が含まれる場合は、その旨を含
む。）を記載すること。) 

  

事 務 所 及 び 事 業 場 の 所 在 地 

事務所       電話番号 

事業場       電話番号 

事 業 の用 に 供す る すべ て の施 設 
(施設ごとに種類、設置場所、設置年月
日、処理能力、許可年月日及び許可番
号(産業廃棄物処理施設の設置の許可
を受けている場合に限る。)を記載する
こと。) 

  

保管を行う場合には、保管を行うすべ
ての場所の所在地、面積、保管する産
業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石
綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業
廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含ま
れる場合は、その旨を含む。）、処分等
のための保管上限及び積み上げること
ができる高さ 

  

事業の用に供する施設の処理方式、構
造及び設備の概要 

  

※ 事  務  処  理  欄   

(日本産業規格 Ａ列４番) 
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(第2面) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を
有している場合はその許
可番号(申請中の場合に
は、申請年月日) 

都道府県・市名 
許可番号(申請中の場合には､申請
年月日) 

    
    

    
    

申請者(個人である場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  

  

    (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

（個人である場
） 

(ふりがな) 

氏 名 
生 年 月 日 

本 籍 
住 所 

  
 

 

（法人である場合）   

 (ふ り が な) 
名 称 

住 所 

  

 
 

役員（法定代理人が法人である場合） 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名・呼 称 住 所 

 
  

  

 
  

  

  
  

  
 

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふ り が な) 

氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役 職 名 ・ 呼 称 住 所 
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(第3面) 

発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に
相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をして
いる者があるとき) 

 

発行済株式の
総数 

株 出資の額   

(ふ り が な) 
氏名又は名称 

生年月日 

保有する株式の数又は出資
の金額 

本 籍 

割 合 住 所 

    
    

    

    
    
    

    
    
    

    
    

    

    
    
    

    
    
    

令第6条の10に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役 職 名 ・ 呼 称 住 所 

  
    

    

  
    
    

  
    
    

  
    

    

  
    
    

  
    
    

備考 

 1 ※欄は記入しないこと。 

 2 「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この株式の例によ

り作成した書面に記載して、その書類を添付すること。 

 3 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。 

 4 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

※手数料欄 
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様式第十四号(第十条の十六関係) 

(第1面) 

特別管理産業廃棄物処分業許可申請書 

  年  月  日 

（あて先） 川崎市長 

  

申請者                   

住 所                  

氏 名                  

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の4第6項の規定により、特別管理産業廃棄物
処分業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

事業の範囲(処分の方法ごとに区分し
て取り扱う特別管理産業廃棄物の種類
を記載すること。) 

  

事 務 所 及 び 事 業 場 の 所 在 地 

事務所       電話番号 

事業場       電話番号 

事 業 の用 に 供す る すべ て の施 設 
(施設ごとに種類、設置場所、設置年月
日、処理能力、許可年月日及び許可番
号(産業廃棄物処理施設の設置の許可
を受けている場合に限る。)を記載する
こと。) 

  

保管を行う場合には、保管を行うすべ
ての場所の所在地、面積、保管する特
別管理産業廃棄物の種類、特別管理産
業廃棄物に係る処分等のための保管上
限及び積み上げることができる高さ 

  

事業の用に供する施設の処理方式、構
造及び設備の概要 

  

※ 事  務  処  理  欄   

(日本産業規格 Ａ列４番) 
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(第2面) 

既に処理業の許可(他の都
道府県のものを含む。)を
有している場合はその許
可番号(申請中の場合に
は、申請年月日) 

都道府県・市名 
許可番号(申請中の場合には､申請
年月日) 

    

    

    

    

申請者(個人である場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 
住 所 

    
  

  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

  

 
  

法定代理人(申請者が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

（個人である場
） 

(ふりがな) 

氏 名 
生 年 月 日 

本 籍 

住 所 

  
 
 

（法人である場合）   

 (ふ り が な) 
名 称 

住 所 

  

 
 

役員（法定代理人が法人である場合） 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名・呼 称 住 所 

 
  

  

 
  

  

  
  

  
 

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 
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(第3面) 

発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に
相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をして
いる者があるとき) 

 

発行済株式の
総数 

株 出資の額   

(ふ り が な) 
氏名又は名称 

生年月日 

保有する株式の数又は出資
の金額 

本 籍 

割 合 住 所 

    
    
    

    
    
    

    
    
    

    
    
    

    
    
    

    
    
    

令第6条の10に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふ り が な) 

氏 名 

生 年 月 日 本 籍 
役 職 名 ・ 呼 称 住 所 

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

  
    
    

備考 
 1 ※欄は記入しないこと。 
 2 「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例によ
り作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

 3 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。 
 4 都道府県知事が定める部数を提出すること。 
 

※手数料欄 
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様式第十号(第十条の九関係) 

(第1面) 

産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書 

  年  月  日 

（あて先） 川崎市長 

  

申請者                   

住 所                  

氏 名                  

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の2第1項の規定により、
産業廃棄物収集運搬 
産 業 廃 棄 物 処 分 

業 
業 

の事業範囲の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号  年  月  日 第     号 

収 集 運 搬 業 ・ 処 分 業 の 区 分   

許可に係る事業の範囲(収集運搬
業にあっては、取り扱う産業廃棄
物の種類（当該産業廃棄物に石綿
含有産業廃棄物、水銀使用製品産
業廃棄物又は水銀含有ばいじん等
が含まれる場合は、その旨を含
む。）及び積替え又は保管を行うか
どうか、処分業にあっては、処分
の方法ごとに区分して取り扱う産
業廃棄物の種類（当該産業廃棄物
に石綿含有産業廃棄物、水銀使用
製品産業廃棄物又は水銀含有ばい
じん等が含まれる場合は、その旨
を含む。）を記載すること。) 

  

変 更 の 内 容   

変 更 理 由   

変更に係る事業の用に供する施設
の種類、数量、設置場所、設置年
月日、処理能力、許可年月日及び
許可番号(産業廃棄物処理施設の
設置の許可を受けている場合に限
る。) 

  

変更に係る事業の用に供する施設
の処理方式、構造及び設備の概要 

  

※ 事 務 処 理 欄   

(日本産業規格 Ａ列４番) 
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(第2面) 

申請者(個人である場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 
本 籍 

住 所 

    
  

  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合) 

（個人である場合） 

(ふりがな) 

氏 名 
生 年 月 日 

本 籍 

住 所 

  
 

 

（法人であ
場合）   

 (ふ り が な) 
名 称 

住 所 

  

 
 

役員（法定代理人が法人である場合） 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名・呼 称 住 所 

 
  

  

 
  

  

  
  

  
 

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 
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(第3面) 

発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に
相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をして
いる者があるとき) 

 

発行済株式の
総数 

株 出資の額   

(ふ り が な) 
氏名又は名称 

生年月日 

保有する株式の数又は出資
の金額 

本 籍 

割 合 住 所 

    
    

    

    
    

    

    
    

    

    
    

    

    
    

    

    
    

    

令第6条の10に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    
備考 
 1 ※欄は記入しないこと。 
 2 「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、

該当するすべての者をすべて記載することとし、記載しきれないときは、この様式の
例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

 3 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。 
 4 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

※手数料欄 
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様式第十六号(第十条の二十二関係) 

(第1面) 

  
特別管理産業廃棄物処理業の

事 業 範 囲 変 更 許 可 申請 書 
  

 年  月  日 

 （あて先） 川崎市長 

    

申請者                  

住 所                 

氏 名                 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の5第1項の規定により、
特別管理産業廃棄物 
特別管理産業廃棄 

収集運搬業
物 処 分 業

の事業範囲の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請し 

ます。 

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号  年  月  日 第     号 

収 集 運 搬 業 ・ 処 分 業 の 区 分   

許可に係る事業の範囲(収集運搬
業にあっては、取り扱う特別管理
産業廃棄物の種類及び積替え又は
保管を行うかどうか、処分業にあ
っては、処分の方法ごとに区分し
て取り扱う特別管理産業廃棄物の
種類を記載すること。) 

  

変 更 の 内 容   

変 更 理 由   

変更に係る事業の用に供する施設
の種類、数量、設置場所、設置年
月日、処理能力、許可年月日及び
許可番号(産業廃棄物処理施設の
設置の許可を受けている場合に限
る。) 

  

変更に係る事業の用に供する施設
の処理方式、構造及び設備の概要 

  

※事 務 処 理 欄   

(日本産業規格 Ａ列４番) 
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(第2面) 

申請者(個人である場合) 

 

(ふ り が な) 

氏 名 
生 年 月 日 

本 籍 

住 所 

    
  

  

   (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合) 

（個人である場合） 

(ふりがな) 

氏 名 
生 年 月 日 

本 籍 

住 所 

  
 

 

（法人である場合）   

 (ふ り が な) 
名 称 

住 所 

  

 
 

役員（法定代理人が法人である場合） 

(ふりがな) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名・呼 称 住 所 

 
  

  

 
  

  

  
  

  
 

役員(申請者が法人である場合) 

 

(ふ り が な) 

氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 
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(第3面) 

発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に

相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をして

いる者があるとき) 

 

発行済株式の
総数 

株 出資の額   

(ふ り が な) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の数又
は出資の金額 

本 籍 

割 合 住 所 

    
    

    

    
    

    

    
    

    

    
    

    

    
    

    

    
    

    

令第6条の10に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

 

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

備考 

 1 ※欄は記入しないこと。 

 2 「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、

変更のあった者をすべて記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例に

より作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

 3 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。 

 4 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

※手数料欄 
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様式第十一号(第十条の十関係) 

産業廃棄物処理業
廃止

変更
届出書 

  年  月  日 

 （あて先） 川崎市長 

  

届出者                   

住 所                  

氏 名                  

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                 

   年  月  日付け第  号で許可を受けた産業廃棄物処理業に係る以下の事項 

について 
廃止 

変更 
したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の2第3項において準用 

する同法第7条の2第3項の規定により、関係書類等を添えて届け出ます。 

  新 旧 

廃止した事業又は変更した

事項の内容(規則第10条の10

第1項第2号に掲げる事項を

除く。) 

    

変更した事項の内容(規則第10条の10第1項第2号に掲げる事項) 

 

（変更内容が法人に係るものである場合）※法定代理人、株主及び出資をしている者の

変更 

(ふ り が な) 

名     称 
住            所 

  

  
  

（変更内容が個人に係るものである場合）※法定代理人、役員（法定代理人が法人であ

る場合の当該法人の役員を含む）、株主、出資をしている者及び使用人の変更 

(ふ り が な) 

氏 名 

生 年 月

日 
本 籍 

役職名・呼称 住 所 

 

 

  

  

 

 

  

  

廃止又は変更の理由   

備考 

 1 この届出書は、廃止又は変更の日から10日（法人で規則第10条の10第3項第1号又

は第2号の規定により登記事項証明書を添付すべき場合にあっては、30日）以内

に提出すること。 

 2 各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のと

おり」と記載し、この様式の例により作成した書面を添付すること。 

 (日本産業規格 A列4番) 
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様式第十七号(第十条の二十三関係) 

特別管理産業廃棄物処理業
廃止 

変更 
届出書 

  年  月  日 

 （あて先） 川崎市長 

  

届出者                   

住 所                  

氏 名                  

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                 

   年  月  日付け第  号で許可を受けた特別管理産業廃棄物処理業に 

係る以下の事項について
廃止 

変更 
したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条 

の5第3項において準用する同法第7条の2第3項の規定により、関係書類等を添えて届け出 

ます。 

  新 旧 

廃止した事業又は変更した

事項の内容(規則第10条の23

第1項第2号に掲げる事項を

除く。) 

    

変更した事項の内容(規則第10条の23第1項第2号に掲げる事項) 

 

（変更内容が法人に係るものである場合）※法定代理人、株主及び出資をしている者の

変更 

(ふ り が な) 

名     称 
住            所 

  

  
  

（変更内容が個人に係るものである場合）※法定代理人、役員（法定代理人が法人であ

る場合の当該法人の役員を含む）、株主、出資をしている者及び使用人の変更 

(ふ り が な) 

氏 名 

生 年 月

日 
本 籍 

役職名・呼称 住 所 

 

 

  

  

 

 

  

  

廃止又は変更の理由   

備考 

 1 この届出書は、廃止又は変更の日から10日（法人で規則第10条の23第3項第1号又

は第2号の規定により登記事項証明書を添付すべき場合にあっては、30日）以内

に提出すること。 

 2 各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のと

おり」と記載し、この様式の例により作成した書面を添付すること。 

 (日本産業規格 A列4番)
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第６号様式の３   

 

 

産業廃棄物処理業者等の欠格要件に係る届出書 

年  月  日 

（宛先）川崎市長 

届出者                     

郵便番号 

住  所 

ふりがな 

氏  名                 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名) 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第３項又は第１４条の５

第３項において準用する同法第７条の２第４項又は第５項の規定により、次

のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 年  月  日 

許 可 番 号 第         号 

該 当 す る （ お そ れ が あ る 

） に 至 っ た 欠 格 要 件 

  

欠 格 要 件 に 該 当 す る 

に 至 っ た 具 体 的 事 由 

  

欠格要件に該当するに至った年月日 年  月  日 

備考 「該当する（おそれがある）に至った欠格要件」の欄は、法第１４条第５項第２号

イ(法第７条第５項第４号イ又はチに係るものを除く。)又は第１４条第５項第２号ハか

らホまで（法第７条第５項第４号イ若しくはチ又は第１４条第５項第２号ロに係るもの

を除く。)のうち該当するに至ったものを記入してください。また、同欄は、第１４条

第５項第２号イ（法第７条第５項第４号イに係る者に限る。）に該当するおそれがある

ものとして環境省令第２条の２の２で定める者に該当するに至った場合はその旨を記

入し、この場合には、「欠格要件に該当するに至った具体的事由」及び「欠格要件に該

当するに至った年月日」の欄は記入不要です。 
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第７号様式

許可証等再交付申請書 
 

年  月  日  

 

（あて先） 川崎市長 

 

申請者                       

住 所                    

ふりがな                    

氏 名                    

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）     

電話番号           担当者      

F A X 番号                    

 （許可証・認可証）を（亡失・損傷・汚損）したので，川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法

律及び浄化槽法施行細則第９条又は第２１条の規定により，許可証等の再交付を申請します。 

許 可 等 の 区 分   

許 可 等 の 年 月 日

及 び 許 可 番 号 

又 は 認 可 番 号 

年    月    日 

 

第             号 

再 交 付 申 請 の 理 由   

  備考 許可証等を損傷し，又は汚損したときは，その許可証等を添付してください。 
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（要領様式第３号） 

（特別管理）産業廃棄物処分業事前協議申込書  
年  月  日   

 

（あて先）川 崎 市 長 

申込者 
 住  所  
                           
 
 氏  名               
 （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 電話番号  
 FAX 番号  
 担当者名 

 川崎市産業廃棄物処理業に係る行政指導指針第６条に基づき、必要な書類を添えて事前協議を申し込みま

す。 

相談区分 
□ 産業廃棄物処分業 

□ 特別管理産業廃棄物処分業 

□ 新規許可申請     □ 変更届 
□ 変更許可申請 
□ その他（               ） 

産業廃棄物の種類  

事業計画概要 
 

当該事業を行う理由  
 

事業概要 

 

処分施設 
及び重機  

従事する人数 作業員：（   名） 事務員：（   名） 

作業時間 作業時間：（   時～   時まで）  
受入時間：（   時～   時まで）休業日（        ） 

事業計画用地の

概要 

住  所  
 

土地所有者の

住所・氏名 
 
 

用地面積   ㎡  用途地域・地目  
 

周辺の状況 □ 住宅   □ 事務所  □ 学校  □ 病院・福祉施設等 
□ 農地   □ その他（               ） 

（表 面） 
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関係法令 
（条例を含む） 

協議状況 
 

事業用地・施設関係（建築基準・都市計画・農地等）□有 □無 
  
 
 
 
環境保全関係（振動・騒音・悪臭・水質・大気等）□有 □無 
 
 
 
 
その他（消防等）□有 □無 
 
 

（施設の概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（環境保全措置） 
 
 
 
 
 
 
 
 

事前協議申込書には、次の書類を添えて提出してください。 
１ 事業計画地の周辺地図（事業計画地は、赤で囲うこと。） 
２ 事業計画全体のフローシート 
３ 事業計画地内の配置図（処分施設、保管施設、重機、作業動線等のわかるもの） 
４ 産業廃棄物の処理工程フローシート 
５ その他市長が必要と認める書類 
 
 （記入上の注意） 
・施設の概要欄には、施設の能力、建屋、保管施設等の床面、壁、囲い等の構造を記載してくださ

い。 
・欄内に記載しきれない場合は、別紙として添付してください。 
・本事前協議申込書は正本１部、その写しを１部提出してください。 

（裏 面） 
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（要領様式第５号） 

 
産業廃棄物処分業事業計画書 

 
１ 事業概要に関する事項 

事
業
計
画
者 

住    所 
氏名又は名称 
電  話  番  号 

 電話   （   ）  担当者：     

事 

業 

計 

画 

概 

要 

事業計画地 

住   所：                用途地域： 

管理事務所住所：                電話番号： 

面積：     ㎡ 囲いの構造・高さ： 

処分概要 

処分方法 処理能力 産業廃棄物・特別管理産業廃棄物の種類 

 /日  

 /日  

 /日  

 /日  

作業時間等 
受入時間 

作業時間 

時   分～   時   分 
週休日  

時   分～   時   分 

 
２ 処分施設に関する事項 

施 

設 

の 

状 

況 
建屋・囲い・床面の構造等  

事業の用に供する施設  
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３ 設備・管理体制・環境保全に関する事項 

設
備 

・ 

管
理
体
制 

使 用 重 機  

洗 車 設 備  

消 火 設 備  

施 錠 方 法  

施設責任者  講習会修了（予定）者  

環 

境 

保 

全 

措 

置 

飛散流出対策  

排水処理設備  

悪臭防止設備  

騒音振動防止設備  

粉じん防止設備   

 
４ 関連法令（条例を含む。）に関する事項 

関 係 法 令 名 進 捗 状 況 
  
  
  
  
  

※事業計画書には、次の書類を添付してください。 
１ 事業計画全体の概要及び事業を行うにあたっての背景・経緯を記載し

た書類 

２ 次の内容を記載したフローシート 

（１）主な排出事業者及び処分先の氏名又は名称、所在地 

（２）産業廃棄物の種類ごと及び処分方法ごとの受入量及び処理能力 

（３）処理後の産業廃棄物ごとの数量及び処分先の氏名又は名称、所在

地（売却先含む。） 

３ 事業計画用地の公図、土地の登記事項証明書、使用権原を証する書

類（賃貸借契約書、使用承諾書等の使用権原を確認できる書類の写しを

いい、他社の所有地の場合に限る。）及び面積計算書等 

４ 事業計画用地内の配置図及び処理工程フローシート 

５ 中間処理施設の一覧表及び平面図､立面図、断面図、構造図及び処

理能力計算書 

６ 受入及び処理後の産業廃棄物保管場所の一覧表及び平面図､立面

図、断面図、構造図及び保管容量計算書 

７ 次の内容を記載した作業マニュアル 

（１）産業廃棄物の搬入・保管・搬出手順 

（２）受入時間及び作業時間 

（３）作業時の安全管理の方法 

（４）搬入時の産業廃棄物の種類・性状等の確認方法 

（５）作業中の産業廃棄物が飛散、流出等を防止する措置 

（６）騒音、振動、悪臭等の発生を防止する措置 

８ 次の内容を記載した管理マニュアル 

（１）産業廃棄物の受入基準 

（２）施設の維持管理（日常及び定期点検）の方法 

（３）公害防止設備の維持管理の方法 

（４）産業廃棄物管理票及び帳簿の管理方法等 

（５）消火器、消火栓の場所を示した図面 

９ 設備・管理体制及び環境保全措置に記載された設備の一覧及び構造

図 

１０ 搬入搬出経路図及び付近の見取図 

１１ 緊急時の連絡体制図 

１２ 関係法令の許可証、届出書等の写し等 

１３ 表示板の内容を記載した書類 

１４ その他市長が必要と認めた書類 
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（要領様式第６号）  

事業計画周知計画書  
                               年  月  日 
 
（あて先）川崎市長  
 
                                   住 所 
                         
                        氏 名 

                            （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
電話番号 

 
  川崎市産業廃棄物処理業に係る行政指導指針第１０条第２項に基づき、必要な書類を

添えて提出します。 
産業廃棄物処理業の種類  

事業計画用地 川崎市 

周知を図る区域  

□土地の地権者       □隣接地の所有者   
□敷地境界線から50ｍ以内  □農業関係者  
□水路利用者         
□その他（                      ） 

説
明
会
の
開
催
に
関
す
る
事
項 

開催予定の日時 年    月     日          時から        時まで 

開催予定の場所  会 場 名 
 所 在 地 

会場の入場可能人員 
 

開催の周知方法 
 

事業計画者側の説

明会における責任

者及び出席予定者 

 

説明会以外の事業計画

を周知する方法 

 

連 絡 先 
部 署 名                電話番号 

  
担当者名 

本計画書には、次の書類を添付してください。  
１ 周知を図る区域の範囲がわかる見取図  
２ 周辺住民等へ配布を予定している資料  



（要領様式第７号） 
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事業計画周知報告書  
                            年  月  日  

 
（あて先）川崎市長  

 
                                 住 所  
 

氏 名  
                                （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

電話番号  
 
  川崎市産業廃棄物処理業に係る行政指導指針第１０条第５項に基づき、必要な書類を

添付して報告します。  

産業廃棄物処理業の種類  

事業計画用地  川崎市  

説  
明  
会  
の  
開  
催  
に  
関  
す  
る  
事  
項  

開催した日時   

開催した場所  
 会場名称  
 所  在  地  

説明会の参加人員   

事業計画者側の  
出席者   

説明会の経過及び  
概要   

説明会以外で事業計画

を周知した方法   

連 絡 先  
 部  署  名  
 担当者名  
 電話番号  

本報告書には次の書類を添付してください。  
 １ 周知のために配布した資料  
 ２ 周辺住民等から出された意見の内容及びその対策を記載した書類  
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産業廃棄物処分業許可申請書類・添付書類のチェックリスト 
 

 産業廃棄物処分業の許可申請をされる方は、申請する書類等に不足のないよう、確認欄に「レ」

でチェックしてください。なお、書類等はチェックリストの順番で綴じてください。 

 
申 請 事 項（用紙及び添付書類）                        確認欄 
 

産業廃棄物処分業許可申請書       （様式第八号）〔新規又は更新許可用〕 ·········· □ 
産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書（様式第十号）〔変更許可用〕 ·················· □ 

１ 申請者に関する証明書類（法人の場合） 
 (1) 定款または寄附行為 ······························································ □ 
 (2) 登記簿謄本 ······································································ □ 
２ 申請者に関する証明書類（個人の場合） 
 (1) 申請者の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ························· □ 
３ 申請者が未成年者であり、その法定代理人が個人の場合 
 (1) 法定代理人の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ····················· □ 
４ 申請者が未成年者であり、その法定代理人が法人の場合 

(1) 法定代理人の登記事項証明書 ····················································· □ 
(2) 法定代理人のすべての役員の住民票（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ············ □ 

５ 申請者に関する証明書類（法人の場合） 
 (1) 役員全員の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ······················· □ 
６ 株主又は出資者に関する証明書類（申請者が法人の場合） 
 (1) 株主又は出資者の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ················· □ 
 (2) 株主又は出資者が法人である場合は、登記簿謄本····································· □ 
７ 政令で定める使用人の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ··············· □ 
８ 事業を行うに足りる技術的能力を有する書類（講習会修了証の写し等） ··················· □ 
９ 事業計画の概要を記載した書類〔事業計画概要書〕 
 (1) 取り扱う産業廃棄物の種類及びその処分方法 ········································ □ 
 (2) 処理概要 ········································································ □ 
 (3) 従業員名簿 ······································································ □ 
10 事業の用に供する施設の構造を明らかにする図面等及び施設の使用権原を証する書類 
 (1) 使用機材一覧表 ·································································· □ 
 (2) 使用機材の写真 ·································································· □ 
 (3) 機材を賃借している場合は、賃貸借契約書又は使用承諾書等 ··························· □ 
 (4) 処理施設の土地の登記簿謄本及び公図又は賃貸借契約書、使用承諾書 ··················· □ 
 (5) 処理施設の案内図 ································································ □ 
 (6) 処分後の産業廃棄物の処理方法 ···················································· □ 
 (7) 施設及び保管を行う場合は表示板の作成例 ·········································· □ 
 (8) 海洋投入処分を業として行う場合には、海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律第 13

条に規定する登録済証書 ·························································· □ 
11 事業開始資金及び調達方法 ·························································· □ 
12 経理的基礎を証する書類（法人の場合） 
 (1) 賃借対照表及び損益計算書（直前３年分） ·········································· □ 
 (2) 株主資本等変動計算書及び個別注記表（直前３年分） ································· □ 
 (3) 法人税の納税証明書及び確定申告書の写し（直前３年分） ····························· □ 
 (4) 収支計画書及び営業計画書 ························································ □ 
13 経理的基礎を証する書類（個人の場合） 
 (1) 資産調書 ········································································ □ 
 (2) 所得税の納税証明書及び確定申告書の写し（直前３年分） ····························· □ 
 (3) 収支計画書及び営業計画書 ························································ □ 
14 その他の書類 
 (1) 本社、 主たる事務所、事業場の案内図 ············································· □ 
 (2) 本市許可証の写し（変更許可及び更新許可の場合） ··································· □ 
 (3) 誓約書 ·········································································· □ 
15 事業計画書（既に提出している場合は不要） ·········································· □ 
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特別管理産業廃棄物処分業許可申請書類・添付書類のチェックリスト 
 

 特別管理産業廃棄物処分業の許可申請をされる方は、申請する書類等に不足のないよう、確認

欄に「レ」でチェックしてください。なお、書類等はチェックリストの順番で綴じてください。 

申 請 事 項（用紙及び添付書類）                        確認欄 
 

特別管理産業廃棄物処分業許可申請書（様式第十四号）〔新規又は更新許可用〕 ·············· □ 
特別産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書（様式第十六号）〔変更許可用〕 ············ □ 

１ 申請者に関する証明書類（法人の場合） 
 (1) 定款又は寄附行為 ································································ □ 
 (2) 登記簿謄本 ······································································ □ 
２ 申請者に関する証明書類（個人の場合） 
 (1) 申請者の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ························· □ 
３ 申請者が未成年者であり、その法定代理人が個人の場合 
 (1) 法定代理人の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ····················· □ 
４ 申請者が未成年者であり、その法定代理人が法人の場合 

(1) 法定代理人の登記事項証明書 ······················································ □ 
(2) 法定代理人のすべての役員の住民票（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ············ □ 

５ 申請者に関する証明書類（法人の場合） 
 (1) 役員全員の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ······················· □ 
６ 株主又は出資者に関する証明書類（申請者が法人の場合） 
 (1) 株主又は出資者の住民票の写し（（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ················ □ 
 (2) 株主又は出資者が法人である場合は、登記簿謄本····································· □ 
７ 政令で定める使用人の住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍等）記載） ··············· □ 
８ 事業を行うに足りる技術的能力を有する書類（講習会修了証の写し等） ··················· □ 
９  事業計画の概要を記載した書類〔事業計画概要書〕 
 (1) 取り扱う特別管理産業廃棄物の種類及びその処分方法 ································· □ 
 (2) 処理概要 ········································································ □ 
 (3) 従業員名簿 ······································································ □ 
10 事業の用に供する施設の構造を明らかにする図面等及び施設の使用権原を証する書類 
 (1) 使用機材一覧表 ·································································· □ 
 (2) 使用機材の写真 ·································································· □ 
 (3) 機材を賃借している場合は、賃貸借契約書又は使用承諾書等 ··························· □ 
 (4) 処理施設の土地の登記簿謄本及び公図又は賃貸借契約書、使用承諾書 ··················· □ 
 (5) 処理施設の案内図 ································································ □ 
 (6) 処分後の産業廃棄物の処理方法 ···················································· □ 
 (7) 施設及び保管を行う場合は表示板の作成例 ·········································· □ 
11 当該特別管理産業廃棄物の性状の分析に関する書類 
 (1) 分析設備一覧表 ·································································· □ 
 (2) 分析設備の写真 ·································································· □ 
 (3) 分析設備の仕様書 ································································ □ 
 (4) 分析を行う者の資格証明 ·························································· □ 
 (5) 卒業証明書及び検査に従事した証明書 ·············································· □ 
12 事業開始資金及び調達方法 ·························································· □ 
13 経理的基礎を証する書類（法人の場合） 
 (1) 賃借対照表及び損益計算書（直前３年分） ·········································· □ 

(2) 株主資本等変動計算書及び個別注記表（直前３年分） ································· □ 
 (3) 法人税の納税証明書及び確定申告書の写し（直前３年分） ····························· □ 
 (4) 収支計画書及び営業計画書 ························································ □ 
14 経理的基礎を証する書類（個人の場合） 
 (1) 資産調書 ········································································ □ 
 (2) 所得税の納税証明書及び確定申告書の写し（直前３年分） ····························· □ 
 (3) 収支計画書及び営業計画書 ························································ □ 
15 その他の書類 
 (1) 本社、 主たる事務所、事業場の案内図 ············································· □ 
 (2) 本市許可証の写し（変更許可及び更新許可の場合） ··································· □ 
 (3) 誓約書 ·········································································· □ 
16 事業計画書（既に提出している場合は不要） ································································· □
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従業員数（業務に従事する者） 

 

役 員 政令使用人※ 運転手 作業員 事務員 

人 人 人 人 人 
 
 
 
 
※ 「政令で定める使用人」とは、次のとおりです。 
  該当者がいる場合は、人数を記入してください。 

 
申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者であるものとする。 
１  本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 
２  前号に掲げるもののほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する

場所で、廃棄物の収集若しくは運搬又は処分若しくは再生の業に係る契約を

締結する権限を有する者を置くもの 
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事業開始資金及び調達方法 
 

事 業 開 始 資 金 の 総 額 円 

内

訳 

申請手数料 円 

車両購入費 円 

事務所・駐車施設等の建設費 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

資 金 調 達 方 法  

1 自己資金 
 
 

2 銀行などからの借入金額 
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資 産 に 関 す る 調 書 （個人用） 
年  月  日現在 

資産の種別 内  容 数  量 価格、金額（千円） 

現金預金    

有価証券    

未収入金    

売 掛 金     

受取手形    

土 地    

建 物    

備 品    

車 両    

そ の 他    

    

資   産   計  

負債の種別 内  容 数  量 価格、金額（千円） 

長期借入金    

短期借入金    

未 払 金    

預 り 金    

前 受 金    

買 掛 金    

支払手形    

そ の 他    

    

負   債   計  
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（宛て先） 川崎市長 
 

収 支 計 画 書 
（無税の場合） 

（3 年間の決算未到来の場合） 
（単位：千円） 

      年度      年度      年度 

売 上 高    

売 上 原 価    

販売費・一般管理費    

営 業 利 益    

 
営 業 計 画 書  

無税の理由（決算期未到来の場合は売上高算出根拠）： 

 

 

 

今後の見通し： 

 

 

 

 
住 所 
 
氏 名 
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本社，主たる事務所，事業場 の案内図 

所 在 地 電話（      ）      ― 
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誓 約 書 
 

 
 
 
申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 14 条第 5 項第 2 号イからヘに該当しない者であること

を誓約します。 
 
 
 
 
 
 

 
      年  月  日  

 
 
 
 
（宛先）川 崎 市 長  

 
 
 
 
 
 
 

申請者  
住所                       
 
氏名                         
 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
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事業計画概要書 
 

取り扱う産業廃棄物の種類及びその処分方法 

産業廃棄物の種類 
処分方法 

    

１ 燃え殻     

２ 汚泥     

３ 廃油     

４ 廃酸     

５ 廃アルカリ     

６ 廃プラスチック類     

７ 紙くず     

８ 木くず     

９ 繊維くず     

10 動植物性残渣     

11 動物系固形不要物     

12 ゴムくず     

13 金属くず     

14 ガラスくず     

15 鉱さい     

16 がれき類     

17 動物のふん尿     

18 動物の死体     

19 ばいじん     

20 政令第２条第 13号廃棄物     

 

注）取り扱う産業廃棄物に○印を付けてください。 

なお、変更許可申請の場合で、既に許可を取得しているものには◎を付けてください。 
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事業計画概要書 
 

処分方法：          

 

廃油（揮発油類等）  廃 酸（pH2.0 以下）  廃アルカリ（pH12.5 以上）  

感染性産業廃棄物  廃 石 綿 等  廃ＰＣＢ等  

ＰＣＢ汚染物  ＰＣＢ処理物    

 

  特定有害産業業廃棄物 

の種類 

金属等の名称 

鉱

さ

い 

ば
い
じ
ん 

燃

え

殻 

廃

油 

汚

泥 

廃

酸 
廃
ア
ル
カ
リ 

 

 水銀又はその化合物         

 カドミウム又はその化合物         

 鉛又はその化合物         

 有機燐化合物         

 六価クロム化合物         

 砒素又はその化合物         

 シアン化合物         

 ＰＣＢ         

 トリクロロエチレン         

 テトラクロロエチレン         

 ジクロロメタン         

 四塩化炭素         

 1、2－ジクロロエタン         

 1、1－ジクロロエチレン         

 シス－1、2－ジクロロエチレン         

 1、1、1－トリクロロエタン         

 1、1、2－トリクロロエタン         

 1、3－ジクロロプロペン         

 チウラム         

 シマジン         

 チオベンカルブ         

 ベンゼン         

 セレン又はその化合物         

1、4－ジオキサン         

 ダイオキシン類         

注 処分方法ごとに作成し、取り扱う特別管理産業廃棄物の種類の欄に○印を付けて下さい。 
  なお、変更許可申請の場合で、既に許可を取得しているものには◎を付けて下さい。 
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処理概要 

 

ア 処理施設の概要 

設置場所 川崎市   区 

施設の種類 

及び 

処理能力 

 ㎥，ｔ／日 

 ㎥，ｔ／日 

 ㎥，ｔ／日 

 ㎥，ｔ／日 

 ㎥，ｔ／日 

 

 

 イ 産業廃棄物の概要 

処分方法 産業廃棄物名 産業廃棄物の性状 主な排出事業者 
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使用機材一覧表 
 

使用機材の種類 能力 使用目的 数量 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

注） この欄で足りない場合は、複写してください。 

※ 使用機材の写真を添付してください。 
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使用機材の写真 
 

使用機材の名称  

斜 

め 

前 

写 

真 

 

斜 

め 

後 

写 

真 

 

※ 写真の撮り方は、斜め前及び斜め後ろの対角の位置で撮影し、車両の全景が
写るようにしてください。 

 



 
（要領様式第２７号） 

89 

 

処理施設の案内図 
 

処理施設の所在地  
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処分後の産業廃棄物の処理方法 

産 業 廃 棄 物 名 

特 別 産 業廃 棄 物名 
処 理 方 法 処分先の名称・所在地・許可番号 
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分析設備一覧表 
 

分析設備の種類 

メーカー名 

及び 

型   式 

使 用 目 的  数量 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

（注） この欄で足りない場合は、複写してください。 

   

※ 使用機材の写真を添付してください。 
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分析設備の写真 

分 析 設 備 の 名 称  

 

分 析 設 備 の 名 称  
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分析を行う者の資格証明 

 
１ 分析を行う者の氏名 

 

 

                       

 

２ 分析を行う者の資格 

 

□  学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）、旧大学令に基づく大学又は旧専門学校令に基づ

く専門学校において、理学、医学、歯学、薬学、衛生学、工学、農学若しくは獣医学の課程又は

これに相当する課程を修めて卒業した後、６ヶ月以上水質検査又はその他の理化学検査業務に従

事した経験を有する者 

 

□  衛生検査技師又は臨床検査技師であって、６ヶ月以上水質検査又はその他の理化学検査業務に

従事した経験を有する者 

 

 

□  学校教育法に基づく短期大学又は高等専門学校において、理学、薬学、工学、農学の課程又は

これらに相当する課程を修めて卒業した後、１年以上水質検査又はその他の理化学検査業務に従

事した経験を有する者 

 

□  上記に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者 

 

 

 

 

（注） 卒業証明書及び検査業務に従事したことを証する書類を別途添付してください。 
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役員新旧一覧表 
新 役 員  旧 役 員 

 
役 職 名 

氏  名  
役 職 名 

氏  名 
就 任 日 退 任 日 

1 
 

 1 
 

 
年  月  日 年  月  日 

2 
 

 2 
 

 
年  月  日 年  月  日 

3 
 

 3 
 

 
年  月  日 年  月  日 

4 
 

 4 
 

 
年  月  日 年  月  日 

5 
 

 5 
 

 
年  月  日 年  月  日 

6 
 

 6 
 

 
年  月  日 年  月  日 

7 
 

 7 
 

 
年  月  日 年  月  日 

8 
 

 8 
 

 
年  月  日 年  月  日 

9 
 

 9 
 

 
年  月  日 年  月  日 

10 
 

 10 
 

 
年  月  日 年  月  日 

11 
 

 11 
 

 
年  月  日 年  月  日 

12 
 

 12 
 

 
年  月  日 年  月  日 

(注 1)  新旧ともに、全員の役員を記載してください。 

(注 2)  「就任日」、「退任日」の欄は引き続き役員の方は空欄にしてください。 

 

役員交代により産業廃棄物処理業の講習会の修了者がいなくなる場合は、早急に講習会を受講するようにしてください。 
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株主・出資者一覧表 

発行済株式総数の 100 分の 5 以上の株式を有する株主又は出資の額の 100 分の 5 以上の額に相 

当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があ 

るとき） 

 

発行済株式の 

総数 
株 

出 資 の 額 
円 

（ふりがな） 
 
氏名又は名称 

生年月日 

保有する株式の数 

 

又は出資者の金額 

本 籍 

割 合 住 所 

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

  
  

  

※  株主又は出資者に変更が生じた場合は、100 分の 5 以上株主又は出資者について、すべて記

入してください。 
 
 
 



                                             

    

 

 

                                                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           令和７年６月 

産 業 廃 棄 物 処 分 業 の 手 引 き 

（中 間 処 理 編） 

  編集・発行 川 崎 市 環 境 局 生 活 環 境 部 廃 棄 物 指 導 課                                            

      〒210-8577  川崎市川崎区宮本町１番地                             

      電話 ０４４（２００）２５９４（処理施設許可係） 

        ０４４（２００）２５４２（処理業許可係） 

      FAX  ０４４（２００）３９２３ 

     E-mail 30haiki@city.kawasaki.jp 

mailto:30haiki@city.kawasaki.jp


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


